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誘電体加速と超高周波源

概要
本講義は、超高周波帯 (ミリ波=サブ THz帯)の誘

電体加速と、そのための超高周波源について述べる。
超高周波帯での誘電体加速は、従来のマイクロ波
帯の高周波加速器との親和性が良く既存の高周波加
速器からのビームを追加速するなど、近未来に実用
化できる可能性が高い事が魅力的な所である。理想
的な加速器はどのようなもので、また誘電体加速で
どのようなパラメーターの加速が可能なのかという
事を説明する。
さらに超高周波加速で問題となる超高周波源につ
いて、電子ビーム駆動とレーザー駆動のそれぞれに
ついて原理や実験レベルでの成果などを含めて記載
した。

第 I部
誘電体加速
1 超高周波帯 (ミリ波=サブ THz帯)の誘
電体加速
超高周波帯 (ミリ波=サブ THz 帯) の誘電体加速
の有効性として、従来のマイクロ波帯の高周波加速
器との親和性が良く既存の高周波加速器からのビー
ムを追加速するなど、近未来に実用化できる可能性
が高い事が誘電体加速の魅力的な所である。まずは
誘電体加速において、どのようなパラメーターの加
速器が期待されるかを、まずは従来の加速器のパラ
メーターと近年の発展について述べたい。
荷電粒子の加速器業界においては、従来のマイク
ロ波加速器では TEM01 の単一周波数の空洞を用い
て、大電力の高周波源と空洞の Q値だけで高い電界
を得る方法が発展してきた。特に近年の大型加速器
で次々に採用されている Nb超伝導加速器では Q値
は 1010 程度と非常に高く、電子レンジ程度のパワー
で数 10 MV/m の電界を得る事ができ、1.5K 冷却
が必要なため、冷凍機などのインフラの電力やコス
トを考えなければ、超高効率の加速器となっている。

ただし、常伝導では放電やクライストロン等のエネ
ルギー源の尖頭出力が、超伝導ではクエンチによる
電界の限界により、それぞれ数 10MV/m の電界強
度から長い年月あまり大きな進展が見られない。
そこで過去には一時だがレーザー駆動の加速器に

大きな注目が集まった時期がある。しかし、その後
高周波加速も少し高い周波数の Xバンドや、薄膜超
伝導など多少のブレークスルーが見いだされてきて
おりこれらの方法で近い将来 100 MV/m 程度の電
界が実現される可能性もあり、最近は加速器業界で
はレーザー駆動の加速器への注目は低迷してきてい
るように見受けられる。一つの要因としては単純に
電界が高いだけでは加速器としての要求は満たされ
ず、ルミノシティや放射光強度などの観点などから、
電子ビームの品質の維持や、総合的なエネルギー効
率を考えると、レーザー駆動では今の所は超伝導加
速器には遠く及ばない事が挙げられる。
一方、既存の加速技術の発展と、このような高効

率のマイクロ波加速器で生成された電子ビームをエ
ネルギー源とした高効率の超高周波 (サブ THz 帯)

の誘電体加速は今後非常に有望であると考えている。
レーザー駆動では、これらを超える電力効率の誘電
体加速が提案できないと魅力が無く、最終的に必要な
加速効率も含めたパラメーターを見据えて上でレー
ザー駆動の加速器を検討する必要がある。本稿では、
従来のマイクロ波加速器からの電子ビームを追加速
するために 1GV/m 程度を目標とした誘電体加速に
必要なパラメーターを目標として、それに必要なパ
ラメーターや必要な電子ビーム駆動、レーザー駆動
を含めた超高周波源 (ミリ波源=サブ THz 源) など
について述べたいと思う。
1.1 必要な位相空間と周波数の上限
アプリケーションによって必要な電荷量やエミッ

タンスが異なるが、現時点での大型の電子加速器の
アプリケーションとして以下の２つが挙げられる。

• 高エネルギー物理をターゲットとした加速器高
エネルギー物理学で近年興味のある事象として
例えば電子陽電子衝突の場合の Higgs 粒子の生
成断面積は 1 pb 以下という所で、これらを統
計的に十分な数生成するためには 1034cm−2s−1

程度のルミノシティが必要であり、このような
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図 1 エネルギー分散

高いルミノシティを得るためには数 nC の電荷
×数万バンチ/秒の電流を超低エミッタンスを保
存したまま加速する必要がある。このためには
電子ビームのエミッタンスを保存する十分な位
相空間と、高周波の高い蓄積効率が必須である。

• X線自由電子レーザー (XFEL) 電荷量は数 100

pC と小さいが、10 kA 程度と非常に高い尖頭
電流と超低エミッタンスの電子ビームでないと
X 線領域での増幅は難しい。高い尖頭電流を得
るには進行方向-運動量空間での線形なバンチ圧
縮が必要であり、元のビームのエネルギー分散
を極めて小さくする必要があり、加速で利用で
きる電磁波の周波数に上限がある。また近年は
EuroXFEL 等の超伝導加速器駆動の XFEL が
実現してきているため、将来的な展望も考慮す
るとマルチバンチの加速が可能な加速方式が望
まれる。

輸送中のエミッタンスの保存などを考えると、電
荷量は nC 程度が限界であり、それを考慮するとマ
ルチバンチでしか高い効率を得る事は不可能である
事が分かる
高エネルギー物理用の加速器や XFELではエネル
ギー分散やエミッタンスを保存する必要がある事は
変わらない。これらを評価するには図１のような電
磁波で加速されるビームの運動量の横方向の分散δ
x、縦方向の運動量分散δ z を考えると

Transverse :

1GeV,εn = 1µm rad, β = 1m (1)

→ σx =
√
εnβ/γ = 20µm (2)

Longitudinal :

σt = 60fs (3)

→ σz = 18µm (4)

δx or z =
∆p

p
= 1− cos

(
2π

σx or z

λ

)
(5)

= 0.01%(λ = 10mm) (6)

0.4%(λ = 1.5mm, f = 200GHz) (7)

10%(λ = 0.3mm, f = 1THz) (8)

これらから周波数上限が分かる。コライダーでも
XFEL でも必要なビームのエネルギー分散のオー
ダーは 0.1 % のレベルだが、この 10 倍を許容した
としても周波数上限は 200GHz 程度である事が分
かる。
例えば現状のプラズマ加速などで超高電界が得ら

れているパラメーターでは一般的に 30fs などのビー
ムやレーザーが用いられており、これに共鳴するプラ
ズマ振動の周波数は 10THz 程度となり、コライダー
などの高電荷のビームの輸送は、１バンチですら不
可能である事が分かる。もちろんプラズマ加速でも
電界は極端に下がるが、共鳴周波数を数 100GHz ま
で下げれば高電荷の輸送は可能である。しかしマル
チバンチとなると、プラズマはエネルギー消費が激
しく時間的に減衰してしまうため、やはり効率は極
端に低くなってしまうため、コライダーの実現は難
しい。
一方超高周波の電磁波を用いた加速では、電磁波

の蓄積は可能であり、マルチバンチの加速にも対応
できる所が大きな違いである。ただし超高周波にな
ると後述のように金属などの導体の壁損失が非常に
大きくなり、従来の高周波加速のような金属壁の構
造を用いた方法では効率が下がってしまう。そこで
誘電体や自由空間での伝搬を組み合わせた加速方式
が有効となる。また超高周波では高出力の電磁波の
発生源が難しく、ここが一つのテーマとなるため、後
半の章で超高周波源について述べる。
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1.2 加速器と理想の加速構造、究極の加速構造
そもそも理想的な加速器とはどういう物なのか、
また現実はどうなのか、そしてさらに究極の加速器
はどういう物であるかという事から再考したい。
蓄積されている電磁波のエネルギーは電界強度と
磁場強度から

W =

∫
εE2 + µH2

2
dV (9)

電磁波では電界と磁界は双方エネルギー交換をし
ているので、電界のエネルギーと磁界のエネルギー
は同じであり、ピーク時のエネルギーで考えるとこ
れは E2 のみの項のみ考えれば良い
また電子加速器では電子の速度はほぼ光速である
ため、電磁波を再利用する事はできず、電子が通るま
での時間分のエネルギーは先に貯めておく必要があ
る。ただし、電磁波も群速度 vg で移動はするため、
1 − vg

c 分のエネルギーが貯めておくべき電磁波の時
間であり、この時間を ∆t とした。通常の空洞型のマ
イクロ波帯の加速管では vg は非常に小さい (小さく
して電界を上げている)ため、ほぼ無視できるが、超
高周波の加速器ではエネルギー密度が高いため、vg

は 0ではない。
ここで加速効率を概算で計算するため、電磁波の
エネルギーを U、加速によるエネルギーゲインを
Ubeam とおき、また壁での損失を Ploss、マルチバ
ンチでのビーム電流による加速エネルギーゲインの
単位時間辺りの電力を Pbeam とおくと以下のように
なる。

∆t =
L

c

(
1− vg

c

)
(10)

U =
(
1− vg

c

)∫
εE2 + µH2

2
dV (11)

∼ ε0E
2λ2π2L

16

(
1− vg

c

)
(12)

Ubeam = qE (13)

ηbunch =
Ubeam

U
(14)

I = q
Nbunch

Tbunch
, Q =

ωU

Ploss
(15)

Pbeam = IEL = q
Nbunch

Tbunch
EL (16)

η =
Pbeam

Ploss
(17)

=
qNbunch

Tbunch
EL

ωε0E2λ2π2L
16Q

(
1− vg

c

) (18)

空洞の蓄積エネルギー U と、ビームの１バンチが
加速で得られるエネルギー Ubeam を比較すると例え
ば S バンド加速器と超高周波加速器の典型的なパラ
メーターを考えると

• 3GHz, 20MV/m, 1nC → U =

20J/m,Ubeam = 0.02J/m

• 300GHz, 200MV/m, 1nC → U =

0.2J/m,Ubeam = 0.2J/m

となり、単一のバンチではエネルギー効率が 0.1

% しかない事が分かる。従って、従来の高周波加速
ではマルチバンチでないと効率は上がらない事が分
かる。
また単位時間辺りの電力損失は、壁損失は Q値で

決まり、ビーム電力はマルチバンチの時間の長さと
バンチ数で決まる。これからマイクロ波では
これらからこれらのビームの時間的構造は、常伝

導及び超伝導では、図 2 のようになっており、近年
の加速器ではパルストレインのマルチバンチ加速に
より、高周波電力からビームエネルギーへの変換効
率が従来より格段に高効率になっている。
本来どのような周波数帯であろうと、超高出力の

尖頭出力さえ得られるのなら、壁損失を最低限に抑
えつつ、位相エラーも最小限に抑えられる。従って
超高出力の尖頭出力で駆動するのが理想的であり、
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図 2 ビームの時間的構造

蓄積すればするだけエネルギー効率も悪くなり、ま
た蓄積すればするだけ位相エラーも蓄積する。
常伝導のマイクロ波加速器で一般的にディスク
ローディッド型の加速器が一般的なのは、ただ単に
マイクロ波のエネルギー密度が低く、なおかつクラ
イストロンというパワーソースが貧弱なため、群速
度を落として、双方が満たされるような中庸点を探
した結果であり、現実的なパワーソースなどのパラ
メーターから仕方なくこうなっていると言って良い
だろう。結果として進行波管では位相エラーや製作
の難しさから、100 波程度の構造までしか１本で作
れず、分割した分のエネルギー損失も発生する。こ
れは現状のマイクロ波の尖頭出力では電磁波を貯め
ないと十分な加速電界が出ないからである。
一方超高周波でも原理は全く同ではあるが、エネ
ルギー密度が極端に高くなるため現実的に達成可能
なパラメーターは大きく異なる。エネルギーを貯め
る空間が 1/f で小さくなるため、同じ電界強度を得
るための電力は、1/f2 で下がるためである。ただ
し、超高周波で悪い事もあり、単位時間辺りに壁に
電磁波が当たる回数が f 倍になり、さらに悪い事に
表皮効果は以下のような式で表されるため、壁損失
は √

f 倍増える。従ってそもそもエネルギーを貯め
るのには向かないため、高い尖頭出力を得るかにか
かっている事になる。
1.3 誘電体加速の方式
真空中を伝搬する電磁波は横波であり、荷電粒子
を加速するには、横または斜め方向からの波を合成
して縦方向の電場を生成するしかない。また加速す
る荷電粒子と電磁波の位相速度を合わせる方法が必
要であり、この位相整合のために誘電体を利用する
方法を総称して誘電体加速と呼んでいる。さらに相
対論的な粒子に対しては光 (光子)が粒子と相互作用
できるのは１回のみで再利用はできないため、長距

離加速するには、粒子との相互作用回数分の電磁波
の波数が必要であり、超短パルスの超高電界を利用
する事は原理的にできない。さらに同じ粒子には電
磁波が再利用できない事から加速の電力効率を上げ
るには後続の粒子に対して再利用する事が必須であ
り、このために電磁波蓄積の Quality Factor(Q値=

ω U/W, ωは角周波数、Uは蓄積エネルギー、Wは
空洞の損失 )、または Finesse という電磁波のエネル
ギーの蓄積または循環が必要である。

• Dielectric Lined Circular Waveguide (DLW) :

キャピラリー中の THz波で加速
ビーム駆動 : 超短パルス電子ビームを通す際に
生じる超高電界の THz航跡場で後続のビームを
加速
レーザー駆動 : THz-PPLN で生成した高強度
THz

• Dielectric Laser Acceleration (DLA) :

グレーティング構造に電磁波を照射して表面を
走行する電子を加速する方式
レーザーの周波数でも構造体が製作可能な方法
しかしシャントインピーダンスがかなり低い

• Dielectric Wall Accelerator (DWA)

光伝導スイッチ (PCSS) を用いて誘電体伝送路
を高速にスイッチして加速電界を得る
後述のモードロックと似たパルスが得られる

• Dielectric Assisted Accelerator (DAA)

誘電体装荷型加速管 高い Q値が得られる

1.4 壁材質
導電体表面では導電率が大きく変位電流は無視で

きるため、以下のようになる。

∆H = µσ
∂H

∂t
= jωµσH (19)

これを導体の深さ方向を dとして解くと

H(d) = H(0)ejωte−(1+j)
√

ωσµ
2 d (20)

となり、電流は指数関数的に深さ方向に減衰する
事が分かる。ここで電流もしくは磁界が 1/e になる
深さを表皮深さ (δ)と言う。
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δ =

√
2

ωσµ
(21)

ここで表皮抵抗 RS を以下のようにおけば、

RS =
1

δσ
=

√
ωµ

2σ
=

ωµδ

2
(22)

表皮深さは周波数の平方根に反比例するため、例
えば 3GHz が 300GHz になると、表皮深さが 1/10

になってしまい、結果的に表皮抵抗は 10倍になって
しまい、損失は１０倍となる。従って、Q値が 1/10

と非常に低くなってしまうため、蓄積するような通
常の空洞は超高周波では非常に電力効率が悪くなっ
てしまう。
超高周波では上述のように、表皮深さが短くなり、
さらに壁に衝突する回数も増えてしまうため、通常の
金属壁の空洞での Q値は非常に低い。これは例えば
レーザーなどの光の周波数 (数 100THz) などでは、
金属ミラーの反射率が低くなるので使われないのが
良い例である。そこでレーザーなどのミラーは通常
は誘電体多層膜ミラーが利用されている。ミリ波帯
では、この誘電体多層膜ミラーを使うのが微妙な領
域であり、波長がそれなりに長いため、スパッタなど
の方法で製造するには厚すぎて不可能である。そこ
で考えられる方法としては、金属と誘電体の組み合
わせが考えられる。超高周波では、金属の反射率も
光に比べれば高く、誘電体の誘電率も光に比べれば
高い。従って、金属と高誘電率の誘電体の組み合わ
せを利用すれば、比較的高い反射率の壁を作る事が
できる。この考え方は、OHO24 の別講で述べられて
いる我々が考案した誘電体アシスト型加速空洞でも
利用されている。
1.5 周波数重畳とモード同期
超高周波でさらに究極の加速器を考える時に新た
な候補となる可能性があるのが周波数重畳である。
マイクロ波でも周波数重畳は可能であり、研究はさ
れている。例えば基本波と２倍波での重畳空洞は空
洞の形状の変更で可能であるが、ビームとの位相速
度を保ちつつ数個の周波数を重畳するだけでも、か
なり難しい。
一方レーザーではモード同期レーザーは周波数重

図 3 単一周波数の加速器とモードロック型の加速器

畳そのものの名称であるが、現在は当たり前の技術と
なっており、通常のモード同期レーザーで、Ybファイ
バーレーザーや Ti:Sapphire のモード同期レーザー
では帯域としては 30THz (100nm)程度で 100MHz

毎のモード同期が実現しており、これは 30万個近い
周波数の重畳が実現している事になる。
例えば 300GHz 程度の超高周波では、これらのマ

イクロ波とレーザーの中庸程度のモード同期は可能
であり、例えば 10% (30GHz) の帯域のモード同期
が可能だとして、加速器の構造体が 300 MHz(半波
長で 50cm) 程度だと 100 個の周波数重畳が可能で
ある事になり、単一周波数の超高周波と比べて 10倍
の電界が同じ電力で得られる事になる。例えば図 3

で、単一周波数で 1 GV/m が得られるのであれば、
右図のようなモード同期では 10 GV/m が得られる
事となり、非常に有望な超高電界加速器の候補とな
り得る。

2 Dielectric Lined Waveguide:DLW

誘電体装荷加速管とはビームの速度と加速管の位
相を整合するために、誘電体壁または誘電体ディスク
を用いた構造であり、電子ビーム駆動では 10GV/m

以上の電界が得られている [5]。
最も簡単な誘電体加速の構造としては筒状のガ

ラス管を用いて電子ビームとの位相速度を合わ
せる方法がある。これは Dielectric Lined Waveg-

uide(DLW) と呼ばれており、この DLW の加速モー
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図 4 DLWの加速モードの電界と磁界分布

ドは図 4 で、また偏向モードは図 5 となっている、
偏向モードは RFディフレクターと同じ原理で THz

ディフレクターとして利用でき、XFEL などの超短
バンチビームのスライス測定などに利用できる。
2.1 固有モード解析
誘電体円筒導波路の固有モード解析は文献 [1] と

その参考文献で研究されている。これらを [4] とし
てまとめている。
ここでは、誘電率 ϵ0 の真空孔を持つ誘電体で金

属管の一部を満たしたものを考える。金属管の半
径を b、真空孔の 1 つを a とする。以下、真空領域
(0 ≤ r ≤ a) を添え字 1、誘電体領域 (a < r ≤ b) を
添え字 2とする。(a < r ≤ b) を添え字 2とする。例
えば、真空領域の半径波数を kr1、誘電体領域の半径
波数を kr2 とする。
角周波数 kω、伝搬定数 kz の DLW 内部を伝搬す
る電磁場は、ヘルムホルツ方程式から n 方位波と
m 半径波の固有モードとして求めることができる。
n = 0 のとき Ez と Hz の成分は切り離されるので、
Hz = 0 の解には純粋な TM0m モードを、Ez = 0

図 5 DLWの偏向モードの電界と磁界分布

の解には純粋な TE0m モードを定義できる。一方、
kz > 0である限り、n > 0の解は Ez とHz 成分が 0

でなく、TEMnm モードと呼ばれる。
位相速度 vp がビーム速度 vb < c と一致する場合
を考えると、縦波数 kz は自由空間の波数 k0 より大
きくなるはずである。つまり、k0 < kz となる。
k2r1 = k20 − k2z ≡ −α2

1 < 0, (23)

k2r2 = ϵrk
2
0 − k2z ≡ k22 > 0. (24)

ビーム軸に沿った一様性とマクスウェル方程式か
ら、軸方向の磁場成分とその他の成分との関係は次
のようになる。

E⃗ti =
i

k2ri

[
−kz∇⃗tEzi +

ω

c
ẑ × ∇⃗t(Z0Hzi)

]
, (25)

Z0H⃗ti = − i

k2ri

[
kz∇⃗t(Z0Hzi) +

ω

c
ẑ × ∇⃗tEzi

]
,(26)

ここで、Z0 は真空中の波動インピーダンスであ
る。すると、Eq.(25)と Eq.(26)を次のように縮約す
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ることができる。
(∇2

T + k2ri)Ezi(r, θ) = 0, (27)

(∇2
T + k2ri)Hzi(r, θ) = 0. (28)

k2r1 < 0 なので、真空領域での半径依存性はであ
るべきであり、In(α1r) と Kn(α1r) の第 1 種と第
2 種の修正ベッセル関数の線形結合である。原点に
特異点があるため、limr→∞ Kn(α1r) = ∞ となる、
In(α1r)だけで十分である。誘電体領域では k2r1 > 0

なので、半径依存性は第 1種と第 2種のベッセル関数
の線形結合 Jn(k2r) と Yn(k1r)の線形結合である。

Ez1 = A1In(α1r) cos(nϕ)e
iψ(z,t), (29)

Hz1 = B1In(α1r) sin(nϕ)e
iψ(z,t), (30)

Ez2 = (A2Jn(k2r) +A3Yn(k2r)) cos(nϕ)e
iψ(z,t),(31)

Hz2 = (B2Jn(k2r) +B3Yn(k2r)) sin(nϕ)e
iψ(z,t),(32)

ここで、psi(z, t) = Γ t− kzz。
軸方向の電場の振幅と軸方向の磁場の振幅の比を
と軸方向磁場の振幅の比を

η =
A1

B1
, (33)

と定義する。これは DLW の伝搬モードのインピー
ダンスは Eq.(52) または Eq.(53) を用いて計算さ
れる。
議論を簡単にするために、u = α 1a, v = k2a,

w = k2b と定義する。w = k2b と定義する。金属壁
表面の境界条件 Ez2|r=b = 0と Hr2|r=b = 0は次の
ようになる。

A3 = −Jn(w)

Yn(w)
A2 ≡ A32A2 ≡ A31A1, (34)

B3 = −J ′
n(w)

Y ′
n(w)

B2 ≡ B32B2 ≡ B31B1, (35)

をそれぞれ定義する。また、比A2 = A21A1, B2 =

B21B1 を定義する。
方位角 n を持つ真空領域の電磁場は次のように与
えられる：

En
z1 = E0In(λ1) cos (nϕ) cosψ(z, t), (36)

En
r1 = −γpE0Rn (λ1, 1, βprη) cos (nϕ) sinψ(z, t),(37)

En
ϕ1 = βpγpE0Rn (λ1, rη, 1/βp) sin (nϕ) sinψ(z, t),(38)

Hn
z1 =

E0

Z0
rηIn(λ1) sin (nϕ) cosψ(z, t), (39)

Hn
r1 = −γp

E0

Z0
Rn (λ1, rη, βp) sin (nϕ) sinψ(z, t), (40)

Hn
ϕ1 = −βpγp

E0

Z0
Rn (λ1, 1, rη/βp) cos (nϕ) sinψ(z, t),(41)

ここで、λ1 = α1r、rη = Z0/η である。kz/α1 =

1/
√

1− β2
p ≡ γp の関係を使う。Z0 は自由空間のイ

ンピーダンスで、誘電率 ϵ0、誘電率 µ0、自由空間の
光速度 cと関係し、ϵ0 = 1/cZ0 である。とする。簡
単のために、半径依存、縦・時間依存の関数を次のよ
うに定義する。

Rn(λ,A,B) = AI ′n(λ) +B
nIn(λ)

λ
, (42)

≃

{
A
2 λ, (n = 0)
A+B

2 . (n = 1)
(43)

ここで、Rn(r,A,B) をビーム軸 λ1 = α1r(≪ 1)

の周りに展開する。
領域 2(a < r < b)の磁場は次式で得られる。

En
z2 = E0Cn(λ2) cos(nϕ) cosψ,

(44)

En
r2 =

1√
ϵrβ2

p − 1
E0R2n(λ2, 1, βprη) cos(nϕ) sinψ,

(45)

En
ϕ2 = − 1√

ϵrβ2
p − 1

E0R̄2n(λ2, βprη, 1) sin(nϕ) sinψ,

(46)

Hn
z2 =

E0

Z0
rηDn(λ2) sin(nϕ) cosψ,

(47)

Hn
r2 =

1√
ϵrβ2

p − 1

E0

Z0
R̄2n(λ2, rη, ϵrβp) sin(nϕ) sinψ,

(48)

Hn
ϕ2 =

1√
ϵrβ2

p − 1

E0

Z0
R2n(λ2, ϵrβp, rη) cos(nϕ) sinψ,

(49)
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ここで Cn(λ) = A21Jn(λ) + A31Yn(λ), Dn(λ) =

B21Jn(λ) + B31Yn(λ), R2n(λ,A,B) = AC ′
n(λ) +

B(nDn(λ)/λ) 、R̄2n(λ,A,B) = AD′
n(λ) +

B(nCn(λ)/λ). とした
誘電体と真空の境界の連続条件としては、電場の
接線成分 E⃗i と磁場の接線成分 H⃗i が境界で同じにな
るようにする。縦成分は
Ez1|r=a = Ez2|r=a and Hz1|r=a = Hz2|r=a give

A2 =
In(u)Yn(w)

Jn(v)Yn(w)− Jn(w)Yn(v)
A1 ≡ A21A1, (50)

B2 =
In(u)Y

′
n(w)

Jn(v)Y ′
n(w)− J ′

n(w)Yn(v)
B1 ≡ B21B1. (51)

方位角成分については Eϕ1|r=a = Eϕ2|r=a and

Hϕ1|r=a = Hϕ2|r=a で与えられる

B1

A1
= − nkz

ωµ0

[
In(u)

u2
+

1

v2
(A21Jn(v) +A31Yn(v))

]
[
I ′n(u)

u
+

1

v
(B21J

′
n(v) +B31Y

′
n(v))

]−1

(52)

B1

A1
=

ωϵ0
nkz

[
In(u)

u2
+

1

v2
(B21Jn(v) +B31Yn(v))

]−1

[
I ′n(u)

u
+

ϵr
v
(A21J

′
n(v) +A31Y

′
n(v))

]
. (53)

(52)と (53)を減らすと、DLWの固有モードの分
散関係は次のようになる。

fdisp(k0, kz, a, rab, ϵr)

=
k20

n2k2z

[
In(u)

u2
+

1

v2
(B21Jn(v) +B31Yn(v))

]−1

[
I ′n(u)

u
+

ϵr
v
(A21J

′
n(v) +A31Y

′
n(v))

]
−
[
In(u)

u2
+

1

v2
(A21Jn(v) +A31Yn(v))

]
[
I ′n(u)

u
+

1

v
(B21J

′
n(v) +B31Y

′
n(v))

]−1

, (54)

ここで、自由空間の波数 k0 = ω/c と定義する。
無次元パラメータ rab = a/b を定義し、金属壁の半
径を b = a/rab とする。b = a/rab とする。また、
TMnm モードについては、fdisp(k0, kz, a, rab, ϵr) =

0 の m番目の解の共鳴条件を求める。ここで周波数
f = ck0/2π、伝搬定数 kz = k0/

√
1− 1/γ2、真空孔

半径 a、真空と誘電体の半径の比 rab = a/b 、比誘電
率 rab = a/b 。比、比誘電率 ϵr。
単 位 長 さ あ た り の エ ネ ル ギ ー U =

(1/2)
∫
dS(ϵ|E⃗|2 + µ|H⃗|2) 。と な り 、電 力 束

Pz =
∫
dS(ErH

∗
fi − EfiH

∗
r )は以下のように求めら

れる：

U =
E2

0

2cZ0

1

α2
1

Λn
u1 +

ϵrE
2
0

2cZ0

1

k22
Λn
u2,

=
E2

0

2cZ0

γ2
pβ

2
p

k20
Λn
u1 +

E2
0

2cZ0

β2
p

(ϵrβ2
p − 1)k20

Λn
u2, (55)

Pz =
E2

0

Z0

k2z
α4
1

Λn
p1 +

E2
0

Z0

k2z
k42

Λn
p2,

=
E2

0

Z0

γ4
pβ

2
p

k20
Λn
p1 +

E2
0

Z0

β2
p

(ϵrβ2
p − 1)2k20

Λn
p2 (56)

ここで、無次元積分を次のように定義する。

Λn
u1 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ u

0

dλ1λ1

[
(c2n + r2ηs

2
n)I

2
n(λ1)

+ γ2
p

(
c2n(R

2
n(λ1, 1, βprη) +R2

n(λ1, βp, rη))

+ s2n(R
2
n(λ1, βprη, 1) +R2

n(λ1, rη, βp))
)]

,

Λn
u2 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ w

v

dλ2λ2

[
(ϵrc

2
nC

2
n(λ2) + r2ηs

2
nD

2
n(λ2))

+
1

ϵrβ2
p − 1

(
c2n(ϵrR

2
2n(λ2, 1, βprη) +R2

2n(λ2, ϵrβp, rη))

+ s2n(ϵrR̄
2
2n(λ2, βprη, 1) + R̄2

2n(λ2, rη, ϵrβp))
)]

,

Λn
p1 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ u

0

dλ1λ1

[
c2nRn(λ1, 1, βprη)Rn(λ1, βp, rη)

+ s2nRn(λ1, βprη, 1)Rn(λ1, rη, βp)
]
,

Λn
p2 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ u

0

dλ2λ2

[
c2nR2n(λ2, 1, βprη)R2n(λ2, ϵrβp, rη)

+ s2nR̄2n(λ2, βprη, 1)R̄2n(λ2, rη, ϵrβp)
]
.

ここで、sn = sin(nϕ)と cn = cos(nϕ)を使う。
2.2 DLW の実証実験
現時点で外部の超高周波源による DLW の加速は

まだ電界が低く、これまでの実証実験としては相対
論的電子ビームを用いた航跡場によるものが行われ
ている。これらについては電子ビーム駆動の超高周
波源の所に記載した。
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第 II部
電子ビーム駆動の超高周
波源 (ミリ波源＝サブ
THz源)

電子ビーム駆動の超高周波源は、効率は比較的高
くできるが、高出力化や装置の規模の関係で、実用化
している物は少ない。電子ビームとしては非相対論
的な電子ビームを使う方法と相対論的なビームを使
う方法で大きく分けて、電子管とそれ以外で分けて
述べる事とする。

1 電子管
電子管は非相対論的な数 kV～数 100kV の大電流
電子ビームを用いて、増幅または発振するものであ
る。ミリ波帯の電子管は様々な物が考案され、製品化
されている物もある。１つのソースから全て賄うよ
うな産業用の加速器では発振管の使用も可能なケー
スもあるが、発振管は位相が制御できない上、発振波
長も発振条件によって飛んだりする事もあり、不安
定性から加速器では非常に使いづらい特に大型の加
速器では位相が制御できる事が必須であるため、増
幅管が必要となる。
1.1 Gylotron

ジャイロトロンは TE0nm のモードを用いて回転
方向の電界との相互作用による電子管であり微細な
構造を作らなくてもモードとの相互作用ができ、相
互作用距離を長く取れるため、1THz 程度までの発
振が可能である。ただしジャイロトロンは発振管で
あり、ジャイクロクライストロンという増幅管も可
能ではあるが、寄生発振などの問題から製品化され
ている物は少ない。
1.2 TWT(Travelling Wave Tube)

進行波管はヘリカル遅波回路を利用して、数
10GHz 帯などで比較的広帯域の増幅が可能な電子
管である。ただヘリカル構造のサポートなどの製作
上の精度などの限界があり数 10GHz 程度までが一
般的である。また出力も小さく 20GHz程度で数 kW

程度である。

1.3 Extended Interaction Klystron

マイクロ波のクライストロンでは、１空洞の空洞
長で十分なビームとの相互作用があり、ビームの速
度変調がかけられるが、ミリ波領域になってくると、
相互作用距離が取れないため十分な変調がかからな
い。そこでクライストロンの中間空洞を複数セルな
どにして進行波型などにする事で相互作用距離を長
くし、クライストロンと同じ増幅を可能にした物は
Extended Interaction Klystron(EIK) と呼ばれる。
EIK は製品もあり、100GHz で 数 kW のピーク出力
の物があるが、300GHz 程度になると数 10W 程度の
ピーク出力が限界となる。ビーム電流としては f−2

で小さくなるだけなはずであるが、クライストロン
では 10 GHz で数 10MW が可能な事を考慮すると
出力は f−4 程度で下がってしまっている事になる。
超高周波でここまで出力が下がってしまうのは、周
波数が上がると空洞の Q値が下がってしまい、ビー
ムとの相互作用によってできる電界も弱くなってし
まい、さらにそれによりビーム電圧も下げる必要が
あり、出力が下がってしまうのだと思われる
1.4 後進波発振管：BWO(Backward Wave Osccilla-

tor)

後進波発振管：BWO(Backward Wave Osccilla-

tor) は電子ビームと遅波構造の相互作用が電子ビー
ムの進行方向と電磁波の群速度の方向が対向するタ
イプの発振器である。図 6 は、遅波構造の分散図を
表しており、負の群速度をもつ後進波と相互作用を
させる。従って電子ビームの速度を変えると相互作
用する空間高調波の位相速度つまり発振周波数を変
化させる事ができる。この空間高調波によって電子
ビームに集群がおき、集群した電子が後半の構造で空
間高調波の減速位相に入ることによってエネルギー
を失い電磁波を増幅する事で発振が起きる
図 7 は遅波構造内に誘起される場によって電子

ビームが集群する様子である。このような遅波構造
としては

• らせん構造
• 交叉指型回路
• 櫛歯形回路
• はしご型回路

などがあるが、良く研究されているのは交叉指型
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図 6 遅波構造の分散図

図 7 遅波構造内に誘起される場によって電子ビー
ムが集群する様子

図 8 遅波回路の構造

図 9 DLW による航跡場

回路と櫛歯形回路だと思われる。

2 相対論的電子ビームによるミリ波生成
2.1 航跡場
相対論的電子ビームは進行方向に 1

γ で圧縮された
電界分布を持つため、DLW 自身での超短パルスの電
子ビームからの航跡場は、非常に強力であり、逆チェ
レンコフ放射と呼ばれる、電子バンチの持つ電界を
誘電体により折り曲げたような後続の電界ができる
(図 9)

eEz,dec ≈
−4Nbremec

2

a
[√

8π
ε−1εσz + a

] (57)

例えばこれを

a = 0.1mm

b = 0.324mm

ε = 3.0 (SiO2)

q = 5 nC

σz = 30µm (0.1ps)

というようなパラメーターで計算すると 航跡場に
より発生した電界は 2 GV/m になる
今まで最も高い電界が得られた実証例としては

Stanford Linear Accelerator Center での FFTB で
の実験による 13.8 GV/m という実証例がある ([5])。
KEKの電子陽電子入射器では、これらとは少し異
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図 10 KEK における共振型 DLW 構造による
THz Deflector の試験装置

図 11 DLWアフターバーナー

なる方法で、DLW を THz-Deflector によるバンチ
のスライス形状の分析のために導入して実験を行っ
ている。従来と異なるのは、自己航跡場ではなく、
駆動ビームと分析ビームを異なる RF サイクルで加
速された別々のビームを用いて、共振器型の構造の
DLW を用いて、駆動ビームからの外部超高周波源を
用いた、より加速器に近い実験が可能となっている。
この共振構造の DLW は逆側からのビームでも利
用できるため、例えばコライダーのような加速器の
相手側ビームを駆動ビーム源とした追加速用（アフ
ターバーナー）としても利用可能であると考えられ
る (図 11)

2.2 FEL

2.2.1 シンクロトロン放射光
荷電粒子が真空中を等速直線運動している際には
電磁波の放射はない。しかし、運動速度や運動方向が
変化する際には電磁波が放出される。高エネルギー
の電子が磁場の中を運動するとき、曲率中心に向か
う力を受けて発生する電磁波をシンクロトロン放射
光と呼ぶ。磁場の中を運動する荷電粒子からの電磁

図 12 シンクロトロン放射光の強度分布。電子が
赤の矢印の方向に加速度を受け、緑の点線のような
軌道を取る時、放射光がオレンジの円錐のように放
出される。電子の進行方向を黒い点線で示すとき、
放射角度 θ は θ ≈ 1

γ
となる。

波をシンクロトロン放射光とよぶようになったのは、
これが初めて観測されたのが電子シンクロトロンで
あったことによる。
電子が相対論的速度で運動するときには、光の強

度分布は電子の進行方向に集中する。相対論から電
子系での θ′ の角度に出た光は、実験室系では、

tan θ =
1

γ

sin θ′

β + cos θ′
(58)

で与えられる θ の方向に観測される。ここで β は
電子の速度 v を光速 c で割った値 (β = v/c) であ
り、γ は電子のエネルギーを静止エネルギーm0c

2(=

0.51MeV)で割った値であり、

γ =
電子のエネルギー [MeV]

0.51
=

1√
1− β2

(59)

と表される。式 (58)によると θ′ = 90°に出た光で
あっても θ ≈ 1/γ に放出されるので、大部分の光は
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電子の進行方向に沿った狭い角度の円錐の中に放出
される（図 12）。また光速に近い速さで走る電子から
放出される放射光は、相対論的ドップラー効果によ
り、波長が非常に短くなる。
この鋭い指向性と短波長性が放射光の特徴である。
シンクロトロン放射光はX 線、軟X 線、真空紫外

から紫外、可視領域までの広い波長域に及ぶ強力な
連続スペクトル光であり、X 線、軟X 線、真空紫外
領域の光科学にとって新しい光源である。放射光の
取り出し方としては、偏向電磁石のところで発生す
る光を取り出す方法がある。しかし、この場合には
利用できる放射光の波長域などが光源加速器全体の
設計（軌道半径等）で決まるため、電子に小さな曲率
半径を描かせるためのものとして考案されたものが
ウィグラーである。また、偏向電磁石やウィグラー
から取り出される放射光は幅広い波長を持っている
ため、放射光の単色性を良くするために考案された
ものがアンジュレータである。このアンジュレータ
と加速器を併用してレーザー発振機としたものが自
由電子レーザーである。
2.2.2 誘導放射
アンジュレータ磁場がｘ軸に平行の場合、yz 平面

内での電子ビームの軌道は図 13 のように蛇行する。
電子ビームの蛇行と同じ yz 平面に偏向面を持つ放射
光（波長λ）の電場 E による電子の加速減速を考え
る。まず図 13 において、電子の進行方向が y 軸の正
方向で、電場 E の向きが y 軸の正方向である点 A0

について考える。この時電場 E により、
電子は進行方向 y 軸正方向の逆である y 軸負方
向に力を受ける。よって、点 A0 では電子ビームは
減速される。次に電子がアンジュレータの半波長
(λu/2) 進んだとき、電子が光の位相に対し光の半波
長 (λs/2) だけ遅れた場合を考えると、A0 の電子は
図 13 の A1 の位置に来る。この場合、電場 E によ
り電子は進行方向 y 軸負方向の逆である y 軸正方向
に力を受ける。よって、A0 → A1 において連続して
減速が起こる。同様にして、A2 でも減速となり、最
初 A0 から出発した電子は共鳴的に減速され続ける。
このような条件を共鳴条件と呼び、電子が失ったエ
ネルギーが放射光のエネルギーに変換され放射光が
増幅される効果を誘導放射という。誘導放射は放射
光の周期で配列した電子からの放射となるため、放

図 13 電子と放射光の共鳴条件。緑は電子軌道、
青は放射光の電場、λ u はアンジュレータの周期長
を表している。アンジュレータ磁場がｘ軸に平行の
とき、電子ビームは yz 平面内で蛇行する。電子の
進行方向が y 軸の正方向で、電場 E の向きが y 軸
の正方向であるような点 A0 の電子は放射光の電場
により共鳴的に減速され続け、電子が失ったエネル
ギーが放射光のエネルギーに変換され増幅される。
このような条件を共鳴条件という。

射光の位相に同調したコヒーレントな光となる。ま
た点 B0 も同様に考えると、共鳴的に加速され続け
ることなり放射光が減衰され続ける。この場合、電
子は放射光のエネルギーを吸収していると考えられ
る。以上のことから、誘導放射を起こさせ放射光を
増幅するためには、電子ビームのエネルギー、電子と
放射光の波長や位相など考慮する必要がある。
アンジュレータ中で波長 λs の放射光と電子ビーム
が共鳴的に相互作用したとき、図 13 で説明したよう
に電子のエネルギーが変調される。エネルギー変調
された電子ビームではある距離伝播したのち密度変
調が発生する。いま、共鳴条件を満たす電子ビーム
のエネルギーよりもわずかに高いエネルギーの電子
ビームを入射したとする。加速位相の電子はエネル
ギー変調により共鳴条件からのずれが大きくなり、加
速位相から減速位相への移動が起こる。一方、最初
減速位相にあった電子はエネルギー変調の結果共鳴
状態により近づくため、長時間にわたり減速位相に
滞在する。以上の結果、電子ビームはレーザー光の
周期で密度変調を受け、減速位相に集群化する。す
なわち、電子ビームは全体として、エネルギーを失
い、そのエネルギーは誘導放射によりレーザー光に
変換される。逆に共鳴エネルギーよりもわずかに低
いエネルギーの電子ビームは、レーザー光により加
速される。その結果、レーザー光は減衰する。電子
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図 14 アンジュレータと光共振器。自由電子レー
ザーの構成要素である光発生・共振器部はアンジュ
レータと共振器から構成されている。入射された電
子ビームはアンジュレータの周期的な磁場により
蛇行運動をし、シンクロトロン放射光を放出する。
放出されたしたシンクロトロン放射光はアンジュ
レータ前後に設置した光共振器により蓄積され増
幅、レーザー発振を行う。

ビームが十分減速位相に集群化した状態では個々の
集群があたかも一つの荷電粒子であるかのように振
る舞い、シンクロトロン放射が起こる。シンクロト
ロン放射エネルギーは電荷 q の粒子では q2 に比例
する。したがって、ランダムに分布した N 個の粒子
による放射エネルギーは Nq2 に比例する。それに対
し、N 個の粒子が完全に集群化した場合には (Nq)2

に比例する。すなわち、共鳴するレーザー光の入射
により誘導された放射光強度は通常のシンクロトロ
ン放射光の N 倍になる。
2.2.3 自由電子レーザー (Free Electron Laser,FEL)

自由電子レーザー (Free Electron Laser,FEL)は、
電子加速器部と光発生・共振器部から構成されてい
る。光発生・共振器部の図を図 14 に示す。FEL 発
振までの過程は以下の通りである。まず加速器によ
り相対論なエネルギーまで加速された電子ビームを
アンジュレータに入射する。入射された電子ビーム
はアンジュレータの周期的な磁場により蛇行運動を
し、シンクロトロン放射光を放出する。放出された
したシンクロトロン放射光はアンジュレータ前後に
設置した光共振器により蓄積される。その後、後発
の電子ビームと繰り返し相互作用させることにより
電子ビームを集群し、強い誘導放射を発生させ放射
光を増幅する。この増幅率が共振器鏡での減衰率を
上回るときに FEL発振が起こる。
さらに THz～紫外線程度までの波長域では光学的

なミラーが利用できるため、先に説明した FEL は
アンジュレータ前後に共振器を置きアンジュレータ
の長さを擬似的に無限長にすることで短いアンジュ
レーターで FEL 発振を飽和させる事が可能となる。
一方 X線領域などになると効率の良いミラーが使え
ないため共振型 FELは一部提案されているが、Self-

amplified spontaneous emission(SASE)と呼ばれる
自己増幅のみによる方法が実施されており、ショッ
トノイズから飽和させるまで、アンジュレーター周
期としては数 1000周期 (数 10m)が必要となってい
る事が多い。
アンジュレータ放射光の波長 λs は相対論的ドップ

ラー効果により、アンジュレータの周期長 λu よりも
短くなる。式で表すと

λs =
λu

2γ2

(
1 +

K2

2

)
(60)

となる。ここで Kは”K-パラメータ”と呼ばれアン
ジュレータの性能を評価する重要なパラメータであ
り、磁場強度 Bu に比例するパラメータで次式で与
えられる。

K =
eBuλu

2πm0c
(61)

ここで eは素電荷 (= 1.062 × 10−19[C])である。式
(61)より、アンジュレータ放射光の波長は γ や、K、
λuの値に依存する。そのため、磁場の強さや周期長、
電子のエネルギーを変化させることで、波長を連続
的に自由に選択することができる。
FELは通常のレーザーのように原子、分子および
固体の電子のエネルギー準位を利用せず、磁場中の
自由電子をレーザー媒質としている。そのため、通
常のレーザーのような媒質中での熱損失がなく高効
率・高出力であり、また磁場強度および電子のエネ
ルギーを変えることで発振波長を連続的に変えるこ
とができる。以上の特徴から既存のレーザーでは発
振が困難な波長域、大パワー、単色性、などが実現で
き、必要な様々な分野での応用利用が期待される。
2.2.4 THz～遠赤外の自由電子レーザー
例として東京理科大学に以前設置されていた自由

電子レーザーの構成について紹介する [7]。東京理科
大学 FEL-TUS には、以前 THz 帯の FIR-FEL と
遠赤外の MIR-FEL の２台が並列に設置されていた
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図 15 東京理科大学 FEL-TUS に以前設置されて
いた FEL (現在はKEKに移設)は電子銃、α 電磁
石、線形加速器、アンジュレータ、光共振器、ビー
ムダンプ等から構成されている。電子銃で電子を引
き出し、α 電磁石で電子ビームのエネルギー分布
幅、バンチを調節し線形加速器に送る。線形加速器
で電子を加速し、アンジュレータに電子を入射し、
放射光を放出させる。その後電子はビームダンプ
に捨てられ、放射光は共振器内に閉じ込められ、増
幅、レーザー発振し、上流側ミラーの中心部の孔か
ら外部に取り出され各実験室に供給される。

（MIR-FEL は現在 KEK に移設）。
このように THz / 遠赤外では光共振器が使える事

や、FELパラメーターを大きく取れるため、比較的
簡単に高出力の THz や遠赤外を得る事ができる。出
力としてはおよそ µJ のレベルであるが、これがマル
チバンチで出てくるため、蓄積できる構造体を設計
すれば、十分に高い電界を得る事はできるはずであ
る。ただしミリ波帯 (数 100GHz)まで波長が長くな
り過ぎて、スリッページから増幅するための波長が
取れない。例えば 300GHz では波長は 1mm で、3ps
に相当するため、バンチ長が 10ps だとしても３波長
しかない。つまりアンジュレーター３周期分しか増
幅されない事になってしまう。従って、加速器側で
低い周波数（1GHz 程度）などの空洞を用いて 100ps

程度のバンチ長にして何とか数 100GHz を発振する
事ができるため、装置が大型化してしまう。大阪大
学などでは L-band の空洞からの電流ビームを用い
て THz の FEL の発振が行われていたが、L-band

では装置が大型化してしまい、加速ユニットの THz

ソースとして使用するには厳しいと思われる。

第 III部
レーザー駆動の超高周波
源 (ミリ波源＝サブ
THz源)

1 レーザー光源
1.1 量子光学
量子光学は特にレーザーを作る上でそれほど役に

立つわけでもないが、一応知識として持っていると
良い部分もあるため簡単に式だけ記載しておく光子
のハミルトニアンはヘルムホルツ方程式から始めて
以下のように書ける

(
∆− 1

c2
∂2

∂t2

)
A = 0 (62)

A (r, t) = A0e
i(kr−ωt)

=
1√
V

∑
k

2∑
µ=1

ekµ× (63)

{
qkµ (t) e

ikr + q∗kµ (t) e
−ikr

}
(64)

(65)

ここで kµ の代わりに λ を用いる µ は分極、e は
分極のベクトルである。

H =
εE2 + µH2

2

= ε0
∑
λ

ω2
λ (q

∗
λqλ + qλq

∗
λ) (66)

Qλ (t) = qλ (t) + q∗λ (t) (67)

Q̇λ (t) = −iωλ (qλ (t)− q∗λ (t)) (68)

H =
ε0
2

∑
λ

(
Q̇2

λ + ω2
λQ

2
λ

)
(69)

Pλ = ε0Q̇λ = −iℏ
∂

∂Qλ
(70)

H =
∑
λ

(
− ℏ2

2ε0

∂2

∂Q2
λ

+
ε0
2
ω2
λQ

2
λ

)
(71)

このハミルトニアンの生成消滅演算子は以下のよ
うに書ける
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H |n⟩ =
∑
λ

(
− ℏ2

2ε0

∂2

∂Q2
λ

+
ε0
2
ω2
λQ

2
λ

)
|n⟩

= ℏω
(
â†â+

1

2

)
|n⟩ = ℏω

(
n+

1

2

)
|n⟩

= E |n⟩ (72)

âλ =

√
ε0ωλ

2ℏ

(
Qλ +

i

ε0ωλ
Pλ

)
, (73)

â†λ =

√
ε0ωλ

2ℏ

(
Qλ − i

ε0ωλ
Pλ

)
(74)[

âλ, â
†
λ

]
= 1 (75)

→ âλâ
†
λ − â†λâλ = 1 → âλâ

†
λ (76)

= â†λâλ + 1 = n+ 1 (77)[
â†λ |n⟩ , â

†
λ |n⟩

]
(78)

=
[
|n⟩ , âλâ†λ |n⟩

]
= (n+ 1) [|n⟩ , |n⟩] = n+ 1 (79)

â†λ |n⟩ = c |n+ 1⟩ (80)

→
[
â†λ |n⟩ , â

†
λ |n⟩

]
= c2 [|n+ 1⟩ , |n+ 1⟩]

= n+ 1 (81)

c =
√
n+ 1 (82)

|n+ 1⟩ = 1√
n+ 1

â†λ |n⟩ (83)

|n⟩ = 1√
n
â†λ |n− 1⟩ (84)

=
1√
n
â†λ

1√
n− 1

â†λ |n− 2⟩ = 1√
n!

(
â†λ

)n

|0⟩ (85)

次にコヒーレントな状態を記述すると

⟨n| ââ† |n⟩ = ⟨n| â†â+ 1 |n⟩
= (n+ 1) ⟨n |n⟩ = n+ 1 (86)

â† |n⟩ =
√
n+ 1 |n+ 1⟩ (87)

⟨n| â =
√
n+ 1 ⟨n+ 1| : Hermite (88)

â |α⟩ = α |α⟩ : Annihilation opα (89)

⟨n| â |α⟩ = α ⟨n |α⟩ =
√
n+ 1 ⟨n + 1 |α⟩ (90)

→ ⟨n |α⟩ = α√
n
⟨n − 1 |α⟩ = αn

√
n!

⟨0 |α⟩ (91)

|α⟩ =
∑
n

|n⟩ ⟨n |α⟩ = ⟨0 |α⟩
∑
n

αn

√
n!

|n⟩ (92)

⟨α |α⟩ = 1 = ⟨0 |α⟩
∑
n

αn

√
n!

⟨α |n⟩

= ⟨0 |α⟩2
∑
n

α2n

n!
= ⟨0 |α⟩2 exp

(
|α|2

)
(93)

(tayler series)

⟨0 |α⟩

= exp

(
−|α|2

2

)
(94)

|α⟩ =
∑
n

|n⟩ ⟨n |α⟩

= exp

(
−|α|2

2

)∑
n

αn

√
n!

|n⟩ (95)

Coherent state

|⟨n |α⟩|2 =
|α|2n

n!
exp

(
− |α|2

)
(96)

Poisson Distribution
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â =

√
ε0ω

2ℏ

(
Q+

i

ε0ω
P

)
(97)

â† =

√
ε0ωλ

2ℏ

(
Q− i

ε0ω
P

)
(98)

Q =

√
ℏ

2ε0ω

(
â+ â†

)
(99)

P = i

√
ℏε0ω
2

(
â† − â

)
(100)

â |α⟩ = α |α⟩ , ⟨α| â† = ⟨α|α∗, ⟨α |α⟩ = 1 (101)

⟨α|Q |α⟩ =
√

ℏ
2ε0ω

(α+ α∗) , (102)

⟨α|P |α⟩ = i

√
ℏε0ω
2

(α∗ − α) (103)

⟨α|Q2 |α⟩ = ℏ
2ε0ω

⟨α|
(
â+ â†

)2 |α⟩
=

ℏ
2ε0ω

⟨α| â2 + â†2 + ââ† + â†â |α⟩

=
ℏ

2ε0ω
⟨α| â2 + â†2 + 2â†â+ 1 |α⟩

=
ℏ

2ε0ω

(
(α+ α∗)

2
+ 1

)
(104)

⟨α|P 2 |α⟩ = −ℏε0ω
2

⟨α|
(
â† − â

)2 |α⟩
= −ℏε0ω

2
⟨α| â†2 + â2 − â†â− ââ† |α⟩

= −ℏε0ω
2

⟨α| â†2 + â2 − 2â†â− 1 |α⟩

=
ℏε0ω
2

(
1− (α− α∗)

2
)

(105)

∆Q2 = ⟨α|Q2 |α⟩ − ⟨α|Q |α⟩2 =
ℏ

2ε0ω
, (106)

∆P 2 = ⟨α|P 2 |α⟩ − ⟨α|P |α⟩2 =
ℏε0ω
2

(107)

∆Q∆P =
ℏ
2

(108)

ハミルトニアンの時間発展の方程式は以下のよう
に書ける

|α⟩ = 1

π

∫
d2β |β⟩ ⟨β |α⟩ (109)

|{αλ}⟩ =
∏
λ

|αλ⟩ (110)

A (rt) = A0e
i(kr−ωt)

=
1√
V

∑
k

ek

(
qke

i(kr−ωt) + q∗ke
−i(kr−ωt)

)
(111)

qk =

√
ℏ

2ε0ωk
âk, q∗k =

√
ℏ

2ε0ωk
â†k

=
1√
V

∑
k

√
ℏ

2ε0ωk
ek

(
âke

i(kr−ωt) + â†ke
−i(kr−ωt)

)
(112)

Ψ (t) = −
∫

J(rt)A(rt)d3r (113)

Ψ (t) = e−
Ht
iℏ Ψe

Ht
iℏ , |ψ (t)⟩ = e

Ht
iℏ |t⟩ (114)

iℏ
∂

∂t
|t⟩ = Ψ(t) |t0⟩ , |t⟩ = U (t, t0) |t0⟩ (115)

U (t, t0) = exp

(∑
λ

{âk}

)
(116)

ここで

â =

√
ε0ω

2ℏ

(
Q+

i

ε0ω
P

)
(117)

â† =

√
ε0ωλ

2ℏ

(
Q− i

ε0ω
P

)
(118)

これらから、時間発展の方程式は

H = ℏω
(
â†â+

1

2

)
(119)

H |n⟩ = ℏω
(
n+

1

2

)
|n⟩ = E |n⟩ (120)

|ψ (t)⟩ =
∑
i

|ei⟩ e−iωit ⟨ei| ψ0⟩ (121)

iℏ
d

dt
|ψ (t)⟩ =

∑
i

|ei⟩ ℏωie
−iωit ⟨ei| ψ0⟩ = H0 |ψ (t)⟩(122)

|ψ (t)⟩ = e
Ht
iℏ |ψ0⟩ (123)

輻射と電子の相互作用は、
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HInteraction =
1

2m
(p+ eA)

2 − eφ (124)

H = HAtomic +HInteraction (125)

HAtomic =
∑
j

p2j + V (r1, r2, ....)

+
∑
k

ℏωk

(
â†kâk +

1

2

)
(126)

p = −iℏ∇ (127)

HInteraction =∑
j

e

2m
(pjA (rj) +A (rj) pj) +

e2

2m

∑
j

A (rj)
2

=
∑
j

e

m
pjA (rj)

+
e2

2m

∑
j

A (rj)
2

(128)

Coulomb gauge : pjA (rj) =

−iℏ {divA (rj) +A (rj)∇j} = A (rj) pj (129)

(130)

HInteraction =
e

m

√
ℏ

2ε0V
×∑

j

∑
λ

1
√
ωλ

{
ei(kr) (eλpj) âλ (131)

+e−i(kr) (eλpj) â
†
λ

}
(132)

(133)

これを相互作用表示にすると

iℏ
∂

∂t
|ψ (t)⟩ = (H0 +HI) |ψ (t)⟩ (134)

|ψ′ (t)⟩ = e
H0t
iℏ |ψ (t)⟩ (135)

iℏ
∂

∂t
|ψ′ (t)⟩ = H ′

I |ψ′ (t)⟩ (136)

H ′
I = e−

H0t
iℏ HIe

H0t
iℏ (137)

|ψ′ (t)⟩ =
∑
n

cn (t) |ψn⟩ (138)

iℏ
dcf (t)

dt
=

∑
n

⟨f |H ′ |n⟩ cn (t) (139)

cf (t) = ⟨f |H ′ |g⟩ 1− e
i(Ef−Eg)

ℏ t

Ef − Eg
(140)

Wfi =
|cf (t)|2

t

=
2π

ℏ
∑
λ

( e

m

)2 ℏnλ

2ε0V ωλ
×

∣∣∣∣∣∣⟨b|
∑
j

e±ikrj (eλpj) |a⟩

∣∣∣∣∣∣
2

(141)

δ (Ef − Ei) (142)

Ea → Eb : (143)

Ef − Ei = Eb − ℏωλ − Ea (144)

ρ (ωλ) dωλ = ℏωλ
nλ

V
dωλ (145)

⟨b| eλ
∑
j

pj |a⟩ = imωba ⟨b| eλ
∑
j

rj |a⟩

= − im

e
ωbaeλ ⟨b|P |a⟩ (146)

これらからアインシュタインのレート方程式は以
下のようになる

: Wfi = Bbaρ (ωba)

=
π

3ε0ℏ2
|Pba|2 ρ (ωba) ⟨b| eλP |a⟩ = |Pba|2

3
(147)

Wfi = Bbaρ (ωba) +Aab

=
π

3ε0ℏ2
|Pab|2 ρ (ωba) +

ω3
ba

3πε0ℏc3
|Pab|2 (148)

dNa

dt
= −dNb

dt
= (149)

]AabNb −BbaNaρ (ω) +BabNbρ (ω) (150)
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図 16 レーザー共振器

1.2 レーザー発振とモードロック発振
1.3 レーザーの発振モード
レーザー共振器は図 16 のように一番簡単には２つ
の壁で形成され
共振器に存在するレーザーの波長は

λn

2
n = L ⇒ ωn =

2πc

2L
n

で表され、共振器内の電界は以下のようになる

E(t) =
N∑

n=0

Ane
iωnt+iϕn

ここに存在するレーザーの発振モードとしては以
下の３種類の物が考えられる

• 連続波 (Continuous Wave:CW)単一モードの非
同期の振幅が同じレーザーの重ね合わせである

An =

{
A (n = 2Lω

2πc )
0 (others)

E(t) = Aeiωt+iϕ

I(t) = |E(t)|2 = A2

• Qスイッチ ～10 ns

Q スイッチは連続波と同じだが、ポッケルスセ
ルなどのデバイスを用いて時間的に瞬間的に空
洞の Q値を高くする事で、上準位に蓄積された
エネルギーを急速に誘導放出させ 10ns 程度の
パルスが出力できる方法である

{
An = A

ϕn = random

E(t) = A
N∑

n=0
eiωnt+iϕn

I(t) = A2
N∑

n=0
cos2 ωnt =

A2(N+1)
2

• モード同期 ～10 fs

一方モード同期というのは非線形デバイスなど
を用いた何らかの方法により、揃った位相のレー
ザーを発振させる方法であり

{
An = A
ϕn = ϕ

E(t) = Aeiϕ
N∑

n=0

eiωnt (151)

= Aeiϕ
N∑

n=0

ei
2πct
2L n (152)

= Aeiϕ
1− ei

2πct
2L (N+1)

1− ei
2πct
2L

(153)

(154)

I(t) = A2

∣∣∣∣∣1− ei
2πct
2L (N+1)

1− ei
2πct
2L

∣∣∣∣∣
2

(155)

= A2
sin2

(
2πct(N+1)

2L

)
sin2

(
πct
2L

) (156)

(157)

1.3.1 モード同期
モード同期は t=0 付近で展開すると以下のように

書ける

E(t) = Aeiϕ
Nmax∑

n=Nmin

eiωnt (158)

= Aeiϕ
Nmax∑

n=Nmin

ein∆ωLDt (159)

= Aeiϕ
eiNmin∆ωLDt − ei(Nmax+1)∆ωLDt

1− ei∆ωLDt
(160)

=
Aeiϕ

(∆ωLDt)2

2 − i∆ωLDt
× [

(Nmin∆ωLDt)
2

2
+iNmin∆ωLDt

− ((Nmax + 1)∆ωLDt)
2

2
−i(Nmax + 1)∆ωLDt ] (161)

=
Aeiϕ

1− i∆ωLDt
2

× [

(Nmax + 1−Nmin)

−i

(
(Nmax + 1)

2 −N2
min

)
∆ωLDt

2
] (162)

∆t(−3dB) =

2(Nmax + 1−Nmin)(
(Nmax + 1)

2 −N2
min

)
∆ωLD

(163)

=
2

(Nmax + 1 +Nmin)∆ωLD
(164)

(165)

これは結果として

I(t) = A2
sin2

(
2πct(N+1)

2L

)
sin2

(
πct
2L

) (166)

この式は図 17 のように ∆t = 2L
c 毎に I(t) =

A2(N + 1)2

の尖頭出力のパルスが得られる事になるここで特
筆すべきは同じ平均出力のレーザーでもモードの数
N が増えると N倍の尖頭電界が得られる事である。
なお、パルス幅にはフーリエ限界の関係があり、
電界の時間分布は以下のようなフーリエ変換の関

係があり

図 17 モードロック発振

図 18 フーリエ限界

E(t) = A

∫ +∞

−∞
f(ω)eiωtdω (167)

f(ω) = exp[−a(ω − ω0)
2 + iϕ(ω)] (168)

= exp[−a(ω − ω0)
2 (169)

+iβ0 + iβ1(ω − ω0) (170)

+i
β2

2
(ω − ω0)

2 + · · · ] (171)

(172)

と過程すると帯域は

I(ω) = f(ω)2 → ∆ω =

√
2 ln 2

a
(173)

となる
1.4 レーザー媒質と配置
科学的な目的でレーザーを利用する際、一般的に

特定の波長のレーザーが必要である事が多く、以前
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n=Nmin

eiωnt (158)

= Aeiϕ
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n=Nmin

ein∆ωLDt (159)

= Aeiϕ
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1− ei∆ωLDt
(160)
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Aeiϕ

(∆ωLDt)2

2 − i∆ωLDt
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(Nmin∆ωLDt)
2

2
+iNmin∆ωLDt

− ((Nmax + 1)∆ωLDt)
2

2
−i(Nmax + 1)∆ωLDt ] (161)

=
Aeiϕ

1− i∆ωLDt
2
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(Nmax + 1−Nmin)

−i

(
(Nmax + 1)

2 −N2
min

)
∆ωLDt

2
] (162)
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2(Nmax + 1−Nmin)(
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2 −N2
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)
∆ωLD

(163)

=
2
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これは結果として

I(t) = A2
sin2

(
2πct(N+1)

2L

)
sin2

(
πct
2L

) (166)
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c 毎に I(t) =

A2(N + 1)2

の尖頭出力のパルスが得られる事になるここで特
筆すべきは同じ平均出力のレーザーでもモードの数
N が増えると N倍の尖頭電界が得られる事である。
なお、パルス幅にはフーリエ限界の関係があり、
電界の時間分布は以下のようなフーリエ変換の関

係があり
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図 18 フーリエ限界

E(t) = A

∫ +∞

−∞
f(ω)eiωtdω (167)

f(ω) = exp[−a(ω − ω0)
2 + iϕ(ω)] (168)

= exp[−a(ω − ω0)
2 (169)

+iβ0 + iβ1(ω − ω0) (170)

+i
β2

2
(ω − ω0)

2 + · · · ] (171)

(172)

と過程すると帯域は

I(ω) = f(ω)2 → ∆ω =

√
2 ln 2

a
(173)

となる
1.4 レーザー媒質と配置
科学的な目的でレーザーを利用する際、一般的に
特定の波長のレーザーが必要である事が多く、以前
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のレーザー開発は、その特定の波長に準位のあるレー
ザー媒質を探す事が重要であった。しかし近年非線
形光学素子による波長変換効率が飛躍的に上がり、
次は非線形光学素子の位相整合角が取れる材料を探
す事が重要となった。さらにその後周期構造を持つ
擬似位相整合 (qllasi- phase matching:QPM)という
方法が実用化され、現在ではこの疑似位相整合によ
りどのような周波数でも位相整合が可能になった事
により材料の非線形光学定数と耐力だけが問題にな
る時代となってきている。
従って、駆動用レーザーとしてはどんな波長でも

良くなり、一般的に半導体レーザー励起で大出力・
高効率を得やすい Nd:YAG や Yb:YAG レーザー媒
質を用いて、そこから QPM によって任意の波長を
得るのが最も効率良く最短の期間で開発ができる方
法となった。例外としては帯域の広い Ti:Sapphire

レーザーだけは少々特殊であり、Ti:Sapphire の帯域
内にある波長 650～950nm 程度に関してだけは、超
高出力が得られるため、Ti:Sapphire レーザーが用い
られるが、それ以外の周波数では、非線形デバイス
で倍波を取ったり、足したり引いたりを任意に行い、
材料の特性が得られる範囲内でなら、どのような波
長でも生成する事ができるようになった。
レーザー媒質としては、以下のようなものがある

が、固体レーザーのみについて述べる事とする

• 固体レーザー蛍光寿命や波長の可変範囲が無
く、従来は誘導放出による固体レーザーだけで
は様々な応用をカバーできなかった。しかし近
年は半導体レーザーが高出力化した事により励
起が高効率になり、また非線形デバイスの高効
率化と合わせて固体レーザーのみで様々な用途
に活用できるようになっており、本稿では固体
レーザーのみについて述べる事とする

• ガスレーザー短波長、長波長などの固体レーザー
で対応できない領域で、ガスの種類により短波
長や長波長が出る物があり、産業用で利用され
ているものとして短波長でエキシマレーザー、長
波長で CO2 レーザーなどがあるそれぞれこの特
定の波長では固体レーザーより効率良く高出力
の光源として利用できる

• 色素レーザー様々な色素による波長選択性があ

図 19 最も代表的な固体レーザー媒質

るが、近年は安定性の面などから固体レーザー
の非線形媒質による OPO などに置換されてき
ている。

固体レーザー媒質の最も代表的な物としては、図
19 がある。
もちろん他にも様々な特徴を持つ興味深いレー
ザー媒質は他にも色々存在するが、結局の所、あま
り普及していない。その理由としては、YAG または
Sapphire が単結晶成長で最も安定に高品質な物が得
られ、さらに Yb:YAG や Nd:YAG は十分に長い蛍
光寿命がある。
さらに近年の固体レーザーは半導体レーザーダイ
オード励起であり、高出力が得やすいのが InGaAs

による 900nm 付近であるため、この波長帯で励起で
きる固体レーザーが Yb:YAG や Nd:YAG だからで
ある。
例えば Yb 系の他の材質として、図 20 のように

様々な物があり、帯域の面で有利な結晶も多数ある
が、往々にして熱伝導率が悪かったり、結晶の品質が
悪かったりと、Yb:YAG 程は普及していない
一方 Sapphire は結晶の品質や熱伝導率などの面

から超高出力を得るには最良の母材であるはずだが、
強固な結晶構造のため Nd などのドープが非常に難
しく、研究レベルで成功した例はあるが量産できる
状況にはなっていない。また Ti ドープでは帯域は
非常に広いものの、蛍光寿命が短く、直接半導体励
起では難しいそこで、YAG レーザーの倍波である
500nm 付近のレーザーが、Ti:Sapphire レーザーの
吸収波長となり、YAGレーザー励起が一般的となっ
た。これにより 600-1000nm 程度の波長域について
は Ti:Sapphire レーザーでカバーできる。
さらに短波長側は非線形媒質による倍波や３倍波、

図 20 Yb系の様々なレーザー媒質のパラメーター

４倍波生成によって 200nm 付近まではカバーでき、
また長波長側も非線形媒質による差周波や OPO な
どによりカバーできるため、電力効率が数 % 程度で
良ければ、これらの媒質と非線形媒質の組み合わせ
で比較的どのような波長でも生成できる事になる。
ただし効率としては

• 半導体レーザーダイオード (40%)パルス幅 250-

1000 µs / 10 kW など
• YAG レーザー (30%) パルス幅 1-10ns / 100-

1000 MW

• SHG (60 %)

• Ti:Sapphire (50 %) パルス幅 10- fs / 10-100

TW

• OPO / DFG / SHG など (50 %)

などとなり、総合効率では 2 % 程度とかなり低
いが、波長やパルス幅の可変性など汎用性は非常に
高い。
Nd:YAG は ４準位レーザーであり、発振の下準位

が 100ps のオーダーで基底準位に落ちるため下準位
に残らないため吸収が起きない。このような４準位
レーザーの固体レーザーの小信号増幅率は以下のよ
うに書ける
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(
1− e−

Tpulse
τ

)
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small signal gain : G = egL , G0 = e
Np
Ns (180)

さらに飽和フルエンスに近くなると、増幅は Frantz

Nodvik の方程式で表される

eE1/Es − 1 =
(
eE0/Es − 1

)
G0 (181)

これから４準位レーザーの固体レーザーの増幅効
率は
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のレーザー開発は、その特定の波長に準位のあるレー
ザー媒質を探す事が重要であった。しかし近年非線
形光学素子による波長変換効率が飛躍的に上がり、
次は非線形光学素子の位相整合角が取れる材料を探
す事が重要となった。さらにその後周期構造を持つ
擬似位相整合 (qllasi- phase matching:QPM)という
方法が実用化され、現在ではこの疑似位相整合によ
りどのような周波数でも位相整合が可能になった事
により材料の非線形光学定数と耐力だけが問題にな
る時代となってきている。
従って、駆動用レーザーとしてはどんな波長でも

良くなり、一般的に半導体レーザー励起で大出力・
高効率を得やすい Nd:YAG や Yb:YAG レーザー媒
質を用いて、そこから QPM によって任意の波長を
得るのが最も効率良く最短の期間で開発ができる方
法となった。例外としては帯域の広い Ti:Sapphire

レーザーだけは少々特殊であり、Ti:Sapphire の帯域
内にある波長 650～950nm 程度に関してだけは、超
高出力が得られるため、Ti:Sapphire レーザーが用い
られるが、それ以外の周波数では、非線形デバイス
で倍波を取ったり、足したり引いたりを任意に行い、
材料の特性が得られる範囲内でなら、どのような波
長でも生成する事ができるようになった。
レーザー媒質としては、以下のようなものがある

が、固体レーザーのみについて述べる事とする

• 固体レーザー蛍光寿命や波長の可変範囲が無
く、従来は誘導放出による固体レーザーだけで
は様々な応用をカバーできなかった。しかし近
年は半導体レーザーが高出力化した事により励
起が高効率になり、また非線形デバイスの高効
率化と合わせて固体レーザーのみで様々な用途
に活用できるようになっており、本稿では固体
レーザーのみについて述べる事とする

• ガスレーザー短波長、長波長などの固体レーザー
で対応できない領域で、ガスの種類により短波
長や長波長が出る物があり、産業用で利用され
ているものとして短波長でエキシマレーザー、長
波長で CO2 レーザーなどがあるそれぞれこの特
定の波長では固体レーザーより効率良く高出力
の光源として利用できる

• 色素レーザー様々な色素による波長選択性があ

図 19 最も代表的な固体レーザー媒質

るが、近年は安定性の面などから固体レーザー
の非線形媒質による OPO などに置換されてき
ている。
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図 20 Yb系の様々なレーザー媒質のパラメーター
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高い。
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が 100ps のオーダーで基底準位に落ちるため下準位
に残らないため吸収が起きない。このような４準位
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)
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これから４準位レーザーの固体レーザーの増幅効
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ηamp =
E1 − E0

Epump

=
Es (log (x0G0 + 1)− log(x0 + 1))

Epump
(182)

→ (183)

ηmax (x0 >> 1)

=
Es log (G0)

Epump
=

1/hνpump

(
1− e−αL

)
1/hνe

= ηstokes
(
1− e−αL

)
(184)

q =
Epump

Es
, (185)

gL =
Epump/hνpump

(
1− e−αL

)
Es/hνe

= qηmax (186)

G0 = eqηmax (187)

η =
E1 − E0

Epump

=
log (x1 + 1)− log (x1e

−qηmax + 1)

q
(188)

xn

xn−1
=

eEn/Es − 1

eEn−1/Es − 1
= G0

→ xn

x0
= Gn

0 = enqηmax (189)

ηtotal =
En − E0

nEpump
(190)

=
log (xn + 1)− log (x0 + 1)

nq
(191)

= ηmax
log (xn + 1)− log (x0 + 1)

log (xn)− log (x0)

= ηmaxηamp (192)

Yb:YAG のような３準位レーザーでは吸収がある
ため、励起密度を高くしないと増幅率が１を越えな
い。しかし近年の半導体レーザーの高出力化により
比較的簡単に高密度の励起が可能となった
また近年ではファイバーレーザーも平均出力が半

導体レーザー励起で非常に高い効率が得られるよう
になり注目されている。ただしファイバーレーザー
では大口径の物でも mJ レベルが限界である
1.5 分散とチャープパルス増幅
チャープパルス増幅 (Chirped Pulse Amplifica-

tion : CPA) は飛躍的にレーザーの尖頭出力を TW

以上に伸ばす事に成功した。これはモードロック
レーザーからの超広帯域・超短パルスのレーザーを

そのまま増幅のは、結晶が破壊閾値を越えてしまう
上、媒質の分散や非線形性で限界がある。
そこでグレーティングなどの分散性デバイスを利
用して、超短パルスを波長依存の時間遅延させ、パル
ス幅を広げた後、圧縮する事で、非常に高い尖頭出力
を得る事ができるようになった。
1.5.1 分散
モードロックの所でも述べたが、電界は以下のよ
うなフーリエ変換の関係があり、

E(t) = A

∫ +∞

−∞
f(ω)eiωtdω (193)

周波数分布をガウシアンであると過程すると、

f(ω) = exp[−a(ω − ω0)
2 + iϕ(ω)]

= exp[−a(ω − ω0)
2

+iβ0 + iβ1(ω − ω0)

+i
β2

2
(ω − ω0)

2 + · · · ] (194)

これを
β1 ̸= 0, β0 = β2 = β3 = · · · = 0, (195)

の条件で考えると

E(t)

= Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−aω2 + iβ1ω + iωt]dω (196)

= Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−a(ω − i(t+ β1)

2a
)2

− (t+ β1)
2

4a
]dω (197)

= A

√
π

a
×

exp[− (t+ β1)
2

4a
+ iω0t] (198)

これはパルス幅だと

I(t) = E(t)2 → ∆t =
√
8a ln 2 (199)

となる。これが最短に圧縮されたフーリエ限界と

呼ばれるパルス幅である。
一方２次の分散のある以下の条件で考える

β1 ̸= 0, β2 ̸= 0, β0 = β3 = β4 = · · · = 0, (200)

すると時間方向の電界分布は以下のようになる

E(t) = Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−aω2 + iβ1ω

+i
β2

2
ω2 + iωt]dω (201)

= Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−(a− i

β2

2
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{ω − i(t+ β1)

2(a− iβ2

2 )
}2

− (t+ β1)
2

4(a− iβ2

2 )
]dω (202)

= A

√
π

(−a+ iβ2

2 )
×

exp[− (t+ β1)
2

4(a− iβ2

2 )
+ iω0t] (203)

= A

√
π

(−a+ iβ2

2 )
×

exp[− (t+ β1)
2

4(a+ iβ2
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·
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= A

√
π
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exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
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β2(t+ β1)

2
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= A′ exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
2)

]×

exp[i{ β2(t+ β1)
2

2(4a2 + β2
2)

+ ω0t}] (206)

(207)

この第一項はパルス幅、２項目は周波数分布で
ある。

図 21 β2が 0でない時のパルス幅

図 22 β2 の極性によるチャープパルス

パルス幅の項は

exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
2)

] (208)

であり、これを図示すると
周波数の項は

exp[i{ β2(t+ β1)
2

2(4a2 + β2
2)

+ ω0t}] (209)

であり、位相の時間的な変化量は以下となる

dϕ

dt
=

β2(t+ β1)

(4a2 + β2
2)

+ ω0 = ω0 (210)

従って分散性の媒質で β2 が正の時と負の時でそ
れぞれ図 22 のようなパルス波形になる事が分かる
この正負の２次分散を使って超高尖頭出力を得る

方法が、チャープパルス増幅であり、以下のような構
成となっている
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Yb:YAG のような３準位レーザーでは吸収がある
ため、励起密度を高くしないと増幅率が１を越えな
い。しかし近年の半導体レーザーの高出力化により
比較的簡単に高密度の励起が可能となった
また近年ではファイバーレーザーも平均出力が半

導体レーザー励起で非常に高い効率が得られるよう
になり注目されている。ただしファイバーレーザー
では大口径の物でも mJ レベルが限界である
1.5 分散とチャープパルス増幅
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以上に伸ばす事に成功した。これはモードロック
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そのまま増幅のは、結晶が破壊閾値を越えてしまう
上、媒質の分散や非線形性で限界がある。
そこでグレーティングなどの分散性デバイスを利
用して、超短パルスを波長依存の時間遅延させ、パル
ス幅を広げた後、圧縮する事で、非常に高い尖頭出力
を得る事ができるようになった。
1.5.1 分散
モードロックの所でも述べたが、電界は以下のよ
うなフーリエ変換の関係があり、
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周波数分布をガウシアンであると過程すると、
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これはパルス幅だと
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となる。これが最短に圧縮されたフーリエ限界と

呼ばれるパルス幅である。
一方２次の分散のある以下の条件で考える

β1 ̸= 0, β2 ̸= 0, β0 = β3 = β4 = · · · = 0, (200)

すると時間方向の電界分布は以下のようになる
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この第一項はパルス幅、２項目は周波数分布で
ある。

図 21 β2が 0でない時のパルス幅

図 22 β2 の極性によるチャープパルス

パルス幅の項は

exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
2)

] (208)

であり、これを図示すると
周波数の項は

exp[i{ β2(t+ β1)
2

2(4a2 + β2
2)

+ ω0t}] (209)

であり、位相の時間的な変化量は以下となる

dϕ

dt
=

β2(t+ β1)

(4a2 + β2
2)

+ ω0 = ω0 (210)

従って分散性の媒質で β2 が正の時と負の時でそ
れぞれ図 22 のようなパルス波形になる事が分かる
この正負の２次分散を使って超高尖頭出力を得る
方法が、チャープパルス増幅であり、以下のような構
成となっている
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図 23 チャープパルス増幅

図 24 Enter Caption

このような分散を得る方法として用いられている
のがグレーティングペアやプリズムペア、ブラッグ
反射グレーティングなどであり、これらの光路長の
波長依存を P (λ) とおくと、２次の分散は以下のよ
うに表せる

β2 =
d2ϕ

dω2
=

λ3

2πc
· d

2P (λ)

dλ2
(211)

2 非線形光学素子
2.1 非線形光学素子
ミリ波～THz 帯の生成に関しても、現時点では

QPM による方法が最も有望であると考えられる。
これまでこのような非線形光学素子の高効率化の

研究が進められてきた。非線形光学素子により可能
なのは

• 第 2高調波発生 (Second Harmonic Generation

: SHG) 周波数 ω の入力光から周波数 2ω の第 2

高調波光を発生

• 和周波発生 (Sum Frequency Generation :

SFG) 周波数 ω1 と ω2 の 2 つの入力光から、
和の周波数 ω3 = ω1 +ω2 を持つ和周波光を発生

• 差周波発生 (Difference Frequency Generation :

DFG) 周波数 ω1 と ω3 の 2つの入力光から、差
の周波数 ω2 = |ω3 − ω1|を持つ差周波光を発生

• 光パラメトリック増幅/発振 (Optical Paramet-

ric Amplification/Oscillation : OPA / OPO)

周波数 ω3 の光で励起して周波数 ω1 の光を増
幅/発振 (ω2 = ω3 − ω1 の光も発生)

2.2 擬似位相整合 (qllasi- phase matching:QPM)

分極反転グレーティングは、波長変換に関与する
入出力光波間の位相整合を達成する方法の一つであ
る。擬似位相整合 (Quasi-Phase Matching : QPM)

のため、材料の非線形係数の符号を周期的に反転さ
せた構造である [6]。非線形材料中を光波が伝搬する
と、伝搬経路の各点で入力光とは異なる周波数を持
つ非線形分極波が生じ、これを波源とした新たな光
波が出力光として得られる。この出力光を効率よく
生成するには、伝搬経路各点で生じる光波を同位相
で累積する必要があり、この条件は位相整合条件と
呼ばれる。例えば角周波数 ω の入力光から角周波数
2ω の出力光を発生する SHGでは、位相整合条件は
入力および出力光の伝搬定数 βω, β2ω を用いて以下
のように書ける。
β2ω − 2βω = 0 (212)

この条件を、各光波が導波路中で感じる屈折率で
ある実効屈折率Nω, N2ω を用いて書き直すと次のよ
うになる。
N2ω −Nω = 0 (213)

一般に、媒質の屈折率は波長により異なるので式
(213)は通常成立しない。この位相整合を実現する方
法として、媒質の複屈折性を利用する方法 [?, ?] や
モード分散を利用する方法 [?] などが検討されてき
た。QPM はこの位相整合を材料分極の周期的反転
(グレーティング) 構造により実現する方法である。
QPM 用グレーティングの周期 Λ は、式 (214) を満
たすように定める。式 (214) をベクトルダイアグラ
ムで表すと図??のようになる。

β2ω − 2βω − 2π

Λ
= 0 (214)

この QPMには、
• 適用できる材料や偏光に制限が無い
• 材料の透明域の任意波長で、その最大の非線形光
学テンソル成分を用いた位相整合を実現できる

• 入力光と出力光をともに導波モードとでき、そ
れらの間のモードプロファイルの重なりを大き
くできる

• 出力光が導波モードで得られるため、その集光
が容易にできる

という多くの優れた特徴がある。
チャネル光導波路は、光ファイバと同様に高い励

起光パワー密度を長い相互作用長にわたり保つのに
適した構造であり、デバイスの小型・高効率動作を可
能とする。
非線形光学デバイスにおける高効率動作実現には、

光導波路によって高い励起光パワー密度を長い相互
作用長にわたり保持すること、分極反転グレーティン
グによって擬似位相整合を実現することの他に、大き
な非線形光学効果を示す材料を用いることが必要で
ある。これまでにデバイス化が検討されてきている
主な無機材料としては、LiNbO3 LiTaO3 KTiOPO4

があげられる。この中で LiNbO3 はデバイス作製技
術の検討が進んでおり、また最も大きな非線形効果
を示すことから最も有望な基板材料と言える。
2.3 QPM の設計
3 第 2高調波発生
中心角周波数 ω のパルス励起光（波長 λ1）を 2ω

のパルス高調波（SH）光（λ2 = λ1/2）に変換する擬
似位相整合（QPM）第 2高調波発生（SHG）を考え
る。励起光および SH光の伝搬方向を z、時間を tと
すると、励起光と SH光の複素振幅A1(t, z)、A2(t, z)

が満たすモード結合方程式は、連続動作の場合の式

図 25 SHGにおける擬似位相整合

図 26 SHGにおけるパルス伝搬およびウォークオフ

に時間依存項を加えた以下の形で表すことができる。
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+ β′
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∂t
− j

β′′
1

2
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= −jκSH{A1(t, z)}2ej2∆SHz (218)

2∆SH = β2 − 2β1 −
2π

Λ
(219)
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∂βi(ω)

∂ω
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ω=ωi

(i = 1, 2) (220)

β′′
i =

∂2βi(ω)

∂ω2
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ω=ωi

(i = 1, 2) (221)

A1(t, z)、A2(t, z)は絶対値の 2乗がパワーを表す
ように規格化されている。κSH は SHG 結合係数、
βi(i = 1, 2) は各光波の伝搬定数である。∆SH は
QPM からのずれであり、Λ は QPM 用分極反転グ
レーティングの周期を表す。図 25は式 (219)をベク
トルダイアグラムで表したものである。以下ではパ
ルス中心周波数においてQPM-SHG条件（∆SH = 0）
が成立している場合を考える。
励起光および SH 光パルスはそれぞれ異なる群

屈折率 ngi を持ち、導波路中を異なる群速度 vgi =

c/ngi = 1/β′
i (c : 光速, i = 1,2)で伝搬する。LNで

は ω1 < ω2 の場合は ng1 < ng2 であり、vg1 > vg2

となる。このため図 26に示すように励起光パルスは
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図 23 チャープパルス増幅

図 24 Enter Caption

このような分散を得る方法として用いられている
のがグレーティングペアやプリズムペア、ブラッグ
反射グレーティングなどであり、これらの光路長の
波長依存を P (λ) とおくと、２次の分散は以下のよ
うに表せる

β2 =
d2ϕ

dω2
=

λ3

2πc
· d

2P (λ)

dλ2
(211)

2 非線形光学素子
2.1 非線形光学素子
ミリ波～THz 帯の生成に関しても、現時点では

QPM による方法が最も有望であると考えられる。
これまでこのような非線形光学素子の高効率化の

研究が進められてきた。非線形光学素子により可能
なのは

• 第 2高調波発生 (Second Harmonic Generation

: SHG) 周波数 ω の入力光から周波数 2ω の第 2

高調波光を発生

• 和周波発生 (Sum Frequency Generation :

SFG) 周波数 ω1 と ω2 の 2 つの入力光から、
和の周波数 ω3 = ω1 +ω2 を持つ和周波光を発生

• 差周波発生 (Difference Frequency Generation :

DFG) 周波数 ω1 と ω3 の 2つの入力光から、差
の周波数 ω2 = |ω3 − ω1|を持つ差周波光を発生

• 光パラメトリック増幅/発振 (Optical Paramet-

ric Amplification/Oscillation : OPA / OPO)

周波数 ω3 の光で励起して周波数 ω1 の光を増
幅/発振 (ω2 = ω3 − ω1 の光も発生)

2.2 擬似位相整合 (qllasi- phase matching:QPM)

分極反転グレーティングは、波長変換に関与する
入出力光波間の位相整合を達成する方法の一つであ
る。擬似位相整合 (Quasi-Phase Matching : QPM)

のため、材料の非線形係数の符号を周期的に反転さ
せた構造である [6]。非線形材料中を光波が伝搬する
と、伝搬経路の各点で入力光とは異なる周波数を持
つ非線形分極波が生じ、これを波源とした新たな光
波が出力光として得られる。この出力光を効率よく
生成するには、伝搬経路各点で生じる光波を同位相
で累積する必要があり、この条件は位相整合条件と
呼ばれる。例えば角周波数 ω の入力光から角周波数
2ω の出力光を発生する SHGでは、位相整合条件は
入力および出力光の伝搬定数 βω, β2ω を用いて以下
のように書ける。
β2ω − 2βω = 0 (212)

この条件を、各光波が導波路中で感じる屈折率で
ある実効屈折率Nω, N2ω を用いて書き直すと次のよ
うになる。
N2ω −Nω = 0 (213)

一般に、媒質の屈折率は波長により異なるので式
(213)は通常成立しない。この位相整合を実現する方
法として、媒質の複屈折性を利用する方法 [?, ?] や
モード分散を利用する方法 [?] などが検討されてき
た。QPM はこの位相整合を材料分極の周期的反転
(グレーティング) 構造により実現する方法である。
QPM 用グレーティングの周期 Λ は、式 (214) を満
たすように定める。式 (214) をベクトルダイアグラ
ムで表すと図??のようになる。

β2ω − 2βω − 2π

Λ
= 0 (214)

この QPMには、
• 適用できる材料や偏光に制限が無い
• 材料の透明域の任意波長で、その最大の非線形光
学テンソル成分を用いた位相整合を実現できる

• 入力光と出力光をともに導波モードとでき、そ
れらの間のモードプロファイルの重なりを大き
くできる

• 出力光が導波モードで得られるため、その集光
が容易にできる

という多くの優れた特徴がある。
チャネル光導波路は、光ファイバと同様に高い励

起光パワー密度を長い相互作用長にわたり保つのに
適した構造であり、デバイスの小型・高効率動作を可
能とする。
非線形光学デバイスにおける高効率動作実現には、

光導波路によって高い励起光パワー密度を長い相互
作用長にわたり保持すること、分極反転グレーティン
グによって擬似位相整合を実現することの他に、大き
な非線形光学効果を示す材料を用いることが必要で
ある。これまでにデバイス化が検討されてきている
主な無機材料としては、LiNbO3 LiTaO3 KTiOPO4

があげられる。この中で LiNbO3 はデバイス作製技
術の検討が進んでおり、また最も大きな非線形効果
を示すことから最も有望な基板材料と言える。
2.3 QPM の設計
3 第 2高調波発生
中心角周波数 ω のパルス励起光（波長 λ1）を 2ω

のパルス高調波（SH）光（λ2 = λ1/2）に変換する擬
似位相整合（QPM）第 2高調波発生（SHG）を考え
る。励起光および SH光の伝搬方向を z、時間を tと
すると、励起光と SH光の複素振幅A1(t, z)、A2(t, z)

が満たすモード結合方程式は、連続動作の場合の式

図 25 SHGにおける擬似位相整合

図 26 SHGにおけるパルス伝搬およびウォークオフ

に時間依存項を加えた以下の形で表すことができる。
∂A1(t, z)

∂z
+ β′

1

∂A1(t, z)
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β′′
1

2

∂2A1(t, z)
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ω=ωi
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A1(t, z)、A2(t, z)は絶対値の 2乗がパワーを表す
ように規格化されている。κSH は SHG 結合係数、
βi(i = 1, 2) は各光波の伝搬定数である。∆SH は
QPM からのずれであり、Λ は QPM 用分極反転グ
レーティングの周期を表す。図 25は式 (219)をベク
トルダイアグラムで表したものである。以下ではパ
ルス中心周波数においてQPM-SHG条件（∆SH = 0）
が成立している場合を考える。
励起光および SH 光パルスはそれぞれ異なる群

屈折率 ngi を持ち、導波路中を異なる群速度 vgi =

c/ngi = 1/β′
i (c : 光速, i = 1,2)で伝搬する。LNで

は ω1 < ω2 の場合は ng1 < ng2 であり、vg1 > vg2

となる。このため図 26に示すように励起光パルスは
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図 27 DFGにおける周波数スペクトル

SH光パルスよりも速く伝搬し、両パルス間には次第
にずれ（ウォークオフ）が生じるとともに、一定の
長さ以上の距離を伝搬すると、SH光パルス幅は拡大
を始める。ここでパルス波長変換特性を評価するた
めのパラメータとして以下で示すウォークオフ距離
Lwo を導入する。

Lwo =
τ1

β′
2 − β′

1

=
cτ1

ng2 − ng1
(222)

この Lwo は、両パルス間の伝搬時間差がちょうど
τ1 となる伝搬距離であり、λ1 = 1.55µm、τ1 = 1ps

では Lwo = 3.3mmである。
両パルスのパルス中心位置は時間軸上をそれぞれ

異なる速度で移動する。そこで時間軸に関して

τ = t− β′
1 + β′

2

2
z (223)

Âi(τ, z) = Ai(t, z) (i = 1, 2) (224)

と変換すれば、両パルスの複素振幅 Âi(τ, z) を時間
軸 τ の原点近傍にとどめることができる。この変換
により式 (216)、(218)は次のように書き換えられる。
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1 − β′
2

2
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∂τ
+ j

β′′
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2

∂2Â1
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∂Â2
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β′
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2

2

∂Â2
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β′′
2

2

∂2Â2

∂τ2

−jκSH{Â1}2 (226)

4 差周波発生
図 27に示すように、角周波数 ω1 の信号光（波長

λ1）と ω3(> ω1)の励起光（λ3）を混合して、2光波
の差の周波数 ω2(= ω3 − ω1)を持つ差周波（DF）光
を発生する QPM差周波発生（DFG）を考える。こ

図 28 FG におけるパルス伝搬およびウォークオ
フ (ω3 ≈ 2ω1, τ1 ≈ τ3)

の DFGでは、ω3 ≈ 2ω1 とすれば ω2 ≈ ω1 の DF光
が得られ、同一波長域内での波長変換を行うことが
できる。このためDFGデバイスは、近年検討されて
いる波長分割多重 (WDM)方式における波長変換素
子などに利用できる。信号光、DF光、励起光の複素
振幅は、以下のモード結合方程式を満たす。
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(231)

= −jκSFA1A2e
j2∆SFz (232)

2∆SF = β3 − β1 − β2 −
2π

Λ
(233)

この DFG における結合係数 κDF と SFG におけ
る結合係数 κSF とは、κDF = (ω2/ω3)κSF の関係を
持ち、特に ω3 ≈ 2ω1 の条件では κDF ≈ κSF/2とな
る。このとき、信号光と DF 光との群速度差は小さ
くなるが、この 2 光波と励起光との間にはウォーク
オフが生じる。このため、信号光パルス幅 τ1 が励起
光パルス幅 τ3 と近いときは、図 28 に示すように伝
搬距離を長くすると励起光と信号光との重なりが失
われ、DF 光の増大は飽和する。以下の解析は全て
ω3 ≈ 2ω1 の条件下で行っている。
信号光、励起光のパルスピークパワーおよびパルス
幅をそれぞれ P10、P30、τ1、τ3 で表し、ともに sech2

型パルスと仮定した。ウォークオフ距離 Lwo は

Lwo =
τmin

β′
3 − β′

i

τmin =

{
τ1 (τ1 ≤ τ3)
τ3 (τ1 > τ3)

}
(234)

i =

{
1 (ω1 < ω2)
2 (ω1 > ω2)

で定義した。
CW 励起光とパルス信号光を用いるパルス DFG

では、L を伸ばすことで高効率動作が実現できる。
しかしパルス励起光を用いてパルス信号光を制御す
る DFG型光スイッチを実現するためには、SHGや
SFGの場合と同様に光波間ウォークオフの影響が顕
著とならない L = Lwo が最適デバイス長となる。

5 カスケード第 2高調波発生/差周波発生
角周波数 ω2 の光波に対して QPM-SHG条件を満

たす構造中に、ω2 の励起光（波長 λ2）と ω1(≈ ω2, ̸=
ω2)の信号光（λ1）を入力すると、図??に示すように
ω2を 2ω2(= ω3)の SH光に変換する SHGと、2ω2−
ω1(= ω4)の DF光を発生する DFGが同時に実現で
きる。このカスケード SHG/DFGは、ω1 ≈ ω2 とす
れば ω4 ≈ ω2 となり全入出力光が同一波長帯内にあ
る波長変換が可能であり、また励起光による DF 光
の光スイッチングが実現できるという特徴を持ち、最
近多くの報告例がある [?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?]。
信号光、励起光、SH光、DF光の複素振幅A1(t, z) ∼
A4(t, z) が満たすモード結合方程式は次のように書
ける。

∂A1

∂z
+ β′

1

∂A1

∂t
− j

β′′
1

2

∂2A1

∂t2
(235)

= −j
ω1

ω4
κDFA3A

∗
4e

−j2∆DFz (236)

∂A2

∂z
+ β′

2

∂A2

∂t
− j

β′′
2

2

∂2A2

∂t2
(237)

= −jκ∗
SHA

∗
2A3 (238)

∂A3

∂z
+ β′

3

∂A3

∂t
− j

β′′
3

2

∂2A3

∂t2
(239)

= −jκSH{A2}2 − j
ω3

ω4
κ∗
DFA1A4e

j2∆DFz (240)

∂A4

∂z
+ β′

4

∂A4

∂t
− j

β′′
4

2

∂2A4

∂t2
(241)

= −jκDFA2A
∗
3e

−j2∆DFz (242)

2∆DF = 2β2 − β1 − β4 (243)

κSH は SHG 結合係数、κDF は DFG 結合係数で
あり ω1 ≈ ω2 では κSH ≈ κDF となる。βi は各
光波の伝搬定数である。∆DF は、QPM-SHG 条件
(β3 − 2β2 − 2π/Λ = 0) が満足されたときの QPM-

DFGからのずれを表す。式 (243)をベクトルダイア
グラムを用いて表すと図??のようになる。ω1 ≈ ω2

とすれば ω4 ≈ ω1 となり、|∆DFL| ≪ 1 とできる。
このとき、信号光、励起光およびDF光の間の群速度
差は小さく、これら 3 光波と SH 光との間のウォー
クオフのみが顕著となる。この結果、図??に示すよ
うに伝搬距離を長くすると SH 光はパルス幅が拡大
するが、DF光は拡大せずパワーが増大する。以下の
解析では全て ω1 ≈ ω2 とした。
信号光、励起光のパルスピークパワーおよびパルス

幅をそれぞれ P10、P20、τ1、τ2 で表し、ともに sech2

型パルスを仮定した。Lwo は

Lwo =
τmin

β′
3 − β′

i

τmin =

{
τ1 (τ1 ≤ τ2)
τ2 (τ1 > τ2)

(244)

SFG/DFG では DFGと異なり、L/Lwo > 1でも
信号光、励起光および DF 光の間のウォークオフが
小さいため、L を伸ばすことで PDF を増大できる。
このため、同一パワーの励起光パルスを用い、ある
導波型非線形光学デバイスを DFG デバイスとして
用いる場合とカスケード SHG/DFGデバイスとして
用いる場合を比較すると、L/Lwo > 1の場合はカス
ケード SHG/DFGの方が DFGより高い入出力光変
換効率を実現することも可能である。
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図 27 DFGにおける周波数スペクトル

SH光パルスよりも速く伝搬し、両パルス間には次第
にずれ（ウォークオフ）が生じるとともに、一定の
長さ以上の距離を伝搬すると、SH光パルス幅は拡大
を始める。ここでパルス波長変換特性を評価するた
めのパラメータとして以下で示すウォークオフ距離
Lwo を導入する。

Lwo =
τ1

β′
2 − β′

1

=
cτ1

ng2 − ng1
(222)

この Lwo は、両パルス間の伝搬時間差がちょうど
τ1 となる伝搬距離であり、λ1 = 1.55µm、τ1 = 1ps

では Lwo = 3.3mmである。
両パルスのパルス中心位置は時間軸上をそれぞれ

異なる速度で移動する。そこで時間軸に関して

τ = t− β′
1 + β′

2

2
z (223)

Âi(τ, z) = Ai(t, z) (i = 1, 2) (224)

と変換すれば、両パルスの複素振幅 Âi(τ, z) を時間
軸 τ の原点近傍にとどめることができる。この変換
により式 (216)、(218)は次のように書き換えられる。
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∂Â1

∂τ
+ j

β′′
1

2

∂2Â1
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4 差周波発生
図 27に示すように、角周波数 ω1 の信号光（波長

λ1）と ω3(> ω1)の励起光（λ3）を混合して、2光波
の差の周波数 ω2(= ω3 − ω1)を持つ差周波（DF）光
を発生する QPM差周波発生（DFG）を考える。こ

図 28 FG におけるパルス伝搬およびウォークオ
フ (ω3 ≈ 2ω1, τ1 ≈ τ3)

の DFGでは、ω3 ≈ 2ω1 とすれば ω2 ≈ ω1 の DF光
が得られ、同一波長域内での波長変換を行うことが
できる。このためDFGデバイスは、近年検討されて
いる波長分割多重 (WDM)方式における波長変換素
子などに利用できる。信号光、DF光、励起光の複素
振幅は、以下のモード結合方程式を満たす。
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この DFG における結合係数 κDF と SFG におけ
る結合係数 κSF とは、κDF = (ω2/ω3)κSF の関係を
持ち、特に ω3 ≈ 2ω1 の条件では κDF ≈ κSF/2とな
る。このとき、信号光と DF 光との群速度差は小さ
くなるが、この 2 光波と励起光との間にはウォーク
オフが生じる。このため、信号光パルス幅 τ1 が励起
光パルス幅 τ3 と近いときは、図 28 に示すように伝
搬距離を長くすると励起光と信号光との重なりが失
われ、DF 光の増大は飽和する。以下の解析は全て
ω3 ≈ 2ω1 の条件下で行っている。
信号光、励起光のパルスピークパワーおよびパルス
幅をそれぞれ P10、P30、τ1、τ3 で表し、ともに sech2

型パルスと仮定した。ウォークオフ距離 Lwo は

Lwo =
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β′
3 − β′

i

τmin =

{
τ1 (τ1 ≤ τ3)
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}
(234)

i =

{
1 (ω1 < ω2)
2 (ω1 > ω2)

で定義した。
CW 励起光とパルス信号光を用いるパルス DFG

では、L を伸ばすことで高効率動作が実現できる。
しかしパルス励起光を用いてパルス信号光を制御す
る DFG型光スイッチを実現するためには、SHGや
SFGの場合と同様に光波間ウォークオフの影響が顕
著とならない L = Lwo が最適デバイス長となる。

5 カスケード第 2高調波発生/差周波発生
角周波数 ω2 の光波に対して QPM-SHG条件を満

たす構造中に、ω2 の励起光（波長 λ2）と ω1(≈ ω2, ̸=
ω2)の信号光（λ1）を入力すると、図??に示すように
ω2を 2ω2(= ω3)の SH光に変換する SHGと、2ω2−
ω1(= ω4)の DF光を発生する DFGが同時に実現で
きる。このカスケード SHG/DFGは、ω1 ≈ ω2 とす
れば ω4 ≈ ω2 となり全入出力光が同一波長帯内にあ
る波長変換が可能であり、また励起光による DF 光
の光スイッチングが実現できるという特徴を持ち、最
近多くの報告例がある [?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?]。
信号光、励起光、SH光、DF光の複素振幅A1(t, z) ∼
A4(t, z) が満たすモード結合方程式は次のように書
ける。
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2∆DF = 2β2 − β1 − β4 (243)

κSH は SHG 結合係数、κDF は DFG 結合係数で
あり ω1 ≈ ω2 では κSH ≈ κDF となる。βi は各
光波の伝搬定数である。∆DF は、QPM-SHG 条件
(β3 − 2β2 − 2π/Λ = 0) が満足されたときの QPM-

DFGからのずれを表す。式 (243)をベクトルダイア
グラムを用いて表すと図??のようになる。ω1 ≈ ω2

とすれば ω4 ≈ ω1 となり、|∆DFL| ≪ 1 とできる。
このとき、信号光、励起光およびDF光の間の群速度
差は小さく、これら 3 光波と SH 光との間のウォー
クオフのみが顕著となる。この結果、図??に示すよ
うに伝搬距離を長くすると SH 光はパルス幅が拡大
するが、DF光は拡大せずパワーが増大する。以下の
解析では全て ω1 ≈ ω2 とした。
信号光、励起光のパルスピークパワーおよびパルス
幅をそれぞれ P10、P20、τ1、τ2 で表し、ともに sech2

型パルスを仮定した。Lwo は

Lwo =
τmin

β′
3 − β′

i

τmin =

{
τ1 (τ1 ≤ τ2)
τ2 (τ1 > τ2)

(244)

SFG/DFG では DFGと異なり、L/Lwo > 1でも
信号光、励起光および DF 光の間のウォークオフが
小さいため、L を伸ばすことで PDF を増大できる。
このため、同一パワーの励起光パルスを用い、ある
導波型非線形光学デバイスを DFG デバイスとして
用いる場合とカスケード SHG/DFGデバイスとして
用いる場合を比較すると、L/Lwo > 1の場合はカス
ケード SHG/DFGの方が DFGより高い入出力光変
換効率を実現することも可能である。
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カスケード SHG/DFG では、L > Lwo でも L を
伸ばすことで出力 DF 光のパルス幅を拡大させずに
そのパワーを増大できる。カスケード SHG/DFGは
入出力光が同一波長帯内にある波長変換動作が可能
であり、長尺デバイスを用いることで高効率パルス
波長変換が可能であることから超高速光信号処理に
有用な方式であると言える。
5.1 QPM による DFG の時間発展計算
QPMを用いた DFGの時間発展の方程式は以下の

通りであり、これを計算すると DFG の計算が可能
である

ETHz (Ω, z) = ATHz (Ω, z) e
−j k(Ω) z (245)

EOP (ω, z) = AOP (ω, z) e−j k(ω) z (246)
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2
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2
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(248)
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dz
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−α

2
ATHz (Ω, z)

− iµ0Ωc

2nTHz
ei (k(Ω)+∆k) zPNL (Ω) (249)

=

∆k = k (Ω) + k (ω)− k (ω +Ω)− 2π

Λ
(250)

=
Ω

c
(nTHz − n)− 2π

Λ
(251)

∆k = k (ω − Ω)− k (Ω) +
2π

Λ
− k (ω) (252)

∆k : k− vectormismatch (253)

k (ω +Ω)− k (ω) =
∂k

∂ω
Ω (254)

(255)

5.2 MgO:PPLN による THz 発生
非線形光学素子による THz 発生の問題は、

• 非線形光学素子の THz帯での吸収
• 位相整合角の励起光と信号光 (THz)での乖離
• マンレーロー限界による効率の低さ

が挙げられる。非線形光学定数の大きいニオブ酸

図 29 差周波での光子エネルギーの比較

リチウム (LN) は常温では THz 帯の吸収が大きい
が、冷却する事で透過率が上がるため、冷凍機などの
装置が必要になる。
また THz 帯では信号光と励起光の乖離が大きく、
従来の非線形素子を用いた方式では横長の THz がで
きてしまいシングルモードのビームにならなかった。
しかし分極反転構造 (Periodic Poled LN:PPLN) と
する事で、同軸上にシングルモードのビームとして
得られるようになった。なお PPLN はフォトリフラ
クティブ耐性が低いため、MgO をドープする事で
フォトリフラクティブ耐性を向上させている。
効率に関しては光子エネルギーの差により限界を
マンレーロー限界と呼ばれているが、図 ?? のように
例えば 1μm 帯のレーザー (300THz)から 300GHz

の THz を得るとすると効率は 0.1 % となってし
まう、
さらに効率を上げようとすると図の左側のような
カスケーディングが必要となる。カスケーディング
の１方式としては、図 30のようなチャープ＆ディレ
イ方式というのがある。([3])

通常の DFG については KEK でも Yb:YAG レー
ザーからの２波長増幅を用いて実験を行っており、
図 ??　のような２波長の狭線幅レーザーを用いて、
差周波を 300GHz にしたシードレーザーを用いて
いる。
これを図 31 EO モジュレーターで変調し、

Yb:Fiber / Yb:YAG の多段の増幅器で増幅した後、
冷凍機で冷却した MgO:PPLN で THz への変換を
行い THz の出力を得ている。
この波長変換を行っている Mgo:PPLN は分子研・
理研製の大型の MgO:PPLN ([2]) を用いて行ってお

図 30 チャープ＆ディレイ方式

図 31 THz差周波発生のためのレーザー増幅器

図 32 THz 差周波発生のための MgO:PPLN の
冷却チャンバー

り、THz での吸収を減らすため、図 32 の冷却チャ
ンバーで 20K 程度まで冷却を行っている。
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カスケード SHG/DFG では、L > Lwo でも L を
伸ばすことで出力 DF 光のパルス幅を拡大させずに
そのパワーを増大できる。カスケード SHG/DFGは
入出力光が同一波長帯内にある波長変換動作が可能
であり、長尺デバイスを用いることで高効率パルス
波長変換が可能であることから超高速光信号処理に
有用な方式であると言える。
5.1 QPM による DFG の時間発展計算
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差周波を 300GHz にしたシードレーザーを用いて
いる。
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Yb:Fiber / Yb:YAG の多段の増幅器で増幅した後、
冷凍機で冷却した MgO:PPLN で THz への変換を
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図 1 エネルギー分散

高いルミノシティを得るためには数 nC の電荷
×数万バンチ/秒の電流を超低エミッタンスを保
存したまま加速する必要がある。このためには
電子ビームのエミッタンスを保存する十分な位
相空間と、高周波の高い蓄積効率が必須である。

• X線自由電子レーザー (XFEL) 電荷量は数 100

pC と小さいが、10 kA 程度と非常に高い尖頭
電流と超低エミッタンスの電子ビームでないと
X 線領域での増幅は難しい。高い尖頭電流を得
るには進行方向-運動量空間での線形なバンチ圧
縮が必要であり、元のビームのエネルギー分散
を極めて小さくする必要があり、加速で利用で
きる電磁波の周波数に上限がある。また近年は
EuroXFEL 等の超伝導加速器駆動の XFEL が
実現してきているため、将来的な展望も考慮す
るとマルチバンチの加速が可能な加速方式が望
まれる。

輸送中のエミッタンスの保存などを考えると、電
荷量は nC 程度が限界であり、それを考慮するとマ
ルチバンチでしか高い効率を得る事は不可能である
事が分かる
高エネルギー物理用の加速器や XFELではエネル
ギー分散やエミッタンスを保存する必要がある事は
変わらない。これらを評価するには図１のような電
磁波で加速されるビームの運動量の横方向の分散δ
x、縦方向の運動量分散δ z を考えると

Transverse :

1GeV,εn = 1µm rad, β = 1m (1)

→ σx =
√
εnβ/γ = 20µm (2)

Longitudinal :

σt = 60fs (3)

→ σz = 18µm (4)

δx or z =
∆p

p
= 1− cos

(
2π

σx or z

λ

)
(5)

= 0.01%(λ = 10mm) (6)

0.4%(λ = 1.5mm, f = 200GHz) (7)

10%(λ = 0.3mm, f = 1THz) (8)

これらから周波数上限が分かる。コライダーでも
XFEL でも必要なビームのエネルギー分散のオー
ダーは 0.1 % のレベルだが、この 10 倍を許容した
としても周波数上限は 200GHz 程度である事が分
かる。
例えば現状のプラズマ加速などで超高電界が得ら
れているパラメーターでは一般的に 30fs などのビー
ムやレーザーが用いられており、これに共鳴するプラ
ズマ振動の周波数は 10THz 程度となり、コライダー
などの高電荷のビームの輸送は、１バンチですら不
可能である事が分かる。もちろんプラズマ加速でも
電界は極端に下がるが、共鳴周波数を数 100GHz ま
で下げれば高電荷の輸送は可能である。しかしマル
チバンチとなると、プラズマはエネルギー消費が激
しく時間的に減衰してしまうため、やはり効率は極
端に低くなってしまうため、コライダーの実現は難
しい。
一方超高周波の電磁波を用いた加速では、電磁波
の蓄積は可能であり、マルチバンチの加速にも対応
できる所が大きな違いである。ただし超高周波にな
ると後述のように金属などの導体の壁損失が非常に
大きくなり、従来の高周波加速のような金属壁の構
造を用いた方法では効率が下がってしまう。そこで
誘電体や自由空間での伝搬を組み合わせた加速方式
が有効となる。また超高周波では高出力の電磁波の
発生源が難しく、ここが一つのテーマとなるため、後
半の章で超高周波源について述べる。



1.2 加速器と理想の加速構造、究極の加速構造
そもそも理想的な加速器とはどういう物なのか、
また現実はどうなのか、そしてさらに究極の加速器
はどういう物であるかという事から再考したい。
蓄積されている電磁波のエネルギーは電界強度と
磁場強度から

W =

∫
εE2 + µH2

2
dV (9)

電磁波では電界と磁界は双方エネルギー交換をし
ているので、電界のエネルギーと磁界のエネルギー
は同じであり、ピーク時のエネルギーで考えるとこ
れは E2 のみの項のみ考えれば良い
また電子加速器では電子の速度はほぼ光速である
ため、電磁波を再利用する事はできず、電子が通るま
での時間分のエネルギーは先に貯めておく必要があ
る。ただし、電磁波も群速度 vg で移動はするため、
1 − vg

c 分のエネルギーが貯めておくべき電磁波の時
間であり、この時間を ∆t とした。通常の空洞型のマ
イクロ波帯の加速管では vg は非常に小さい (小さく
して電界を上げている)ため、ほぼ無視できるが、超
高周波の加速器ではエネルギー密度が高いため、vg
は 0ではない。
ここで加速効率を概算で計算するため、電磁波の
エネルギーを U、加速によるエネルギーゲインを
Ubeam とおき、また壁での損失を Ploss、マルチバ
ンチでのビーム電流による加速エネルギーゲインの
単位時間辺りの電力を Pbeam とおくと以下のように
なる。

∆t =
L

c

(
1− vg

c

)
(10)

U =
(
1− vg

c

)∫ εE2 + µH2

2
dV (11)

∼ ε0E
2λ2π2L

16

(
1− vg

c

)
(12)

Ubeam = qE (13)

ηbunch =
Ubeam
U

(14)

I = q
Nbunch
Tbunch

, Q =
ωU

Ploss
(15)

Pbeam = IEL = q
Nbunch
Tbunch

EL (16)

η =
Pbeam
Ploss

(17)

=
qNbunch

Tbunch
EL

ωε0E2λ2π2L
16Q

(
1− vg

c

) (18)

空洞の蓄積エネルギー U と、ビームの１バンチが
加速で得られるエネルギー Ubeam を比較すると例え
ば S バンド加速器と超高周波加速器の典型的なパラ
メーターを考えると

• 3GHz, 20MV/m, 1nC → U =

20J/m,Ubeam = 0.02J/m

• 300GHz, 200MV/m, 1nC → U =

0.2J/m,Ubeam = 0.2J/m

となり、単一のバンチではエネルギー効率が 0.1

% しかない事が分かる。従って、従来の高周波加速
ではマルチバンチでないと効率は上がらない事が分
かる。
また単位時間辺りの電力損失は、壁損失は Q値で
決まり、ビーム電力はマルチバンチの時間の長さと
バンチ数で決まる。これからマイクロ波では
これらからこれらのビームの時間的構造は、常伝
導及び超伝導では、図 2 のようになっており、近年
の加速器ではパルストレインのマルチバンチ加速に
より、高周波電力からビームエネルギーへの変換効
率が従来より格段に高効率になっている。
本来どのような周波数帯であろうと、超高出力の
尖頭出力さえ得られるのなら、壁損失を最低限に抑
えつつ、位相エラーも最小限に抑えられる。従って
超高出力の尖頭出力で駆動するのが理想的であり、



図 2 ビームの時間的構造

蓄積すればするだけエネルギー効率も悪くなり、ま
た蓄積すればするだけ位相エラーも蓄積する。
常伝導のマイクロ波加速器で一般的にディスク
ローディッド型の加速器が一般的なのは、ただ単に
マイクロ波のエネルギー密度が低く、なおかつクラ
イストロンというパワーソースが貧弱なため、群速
度を落として、双方が満たされるような中庸点を探
した結果であり、現実的なパワーソースなどのパラ
メーターから仕方なくこうなっていると言って良い
だろう。結果として進行波管では位相エラーや製作
の難しさから、100 波程度の構造までしか１本で作
れず、分割した分のエネルギー損失も発生する。こ
れは現状のマイクロ波の尖頭出力では電磁波を貯め
ないと十分な加速電界が出ないからである。
一方超高周波でも原理は全く同ではあるが、エネ
ルギー密度が極端に高くなるため現実的に達成可能
なパラメーターは大きく異なる。エネルギーを貯め
る空間が 1/f で小さくなるため、同じ電界強度を得
るための電力は、1/f2 で下がるためである。ただ
し、超高周波で悪い事もあり、単位時間辺りに壁に
電磁波が当たる回数が f 倍になり、さらに悪い事に
表皮効果は以下のような式で表されるため、壁損失
は √

f 倍増える。従ってそもそもエネルギーを貯め
るのには向かないため、高い尖頭出力を得るかにか
かっている事になる。
1.3 誘電体加速の方式
真空中を伝搬する電磁波は横波であり、荷電粒子
を加速するには、横または斜め方向からの波を合成
して縦方向の電場を生成するしかない。また加速す
る荷電粒子と電磁波の位相速度を合わせる方法が必
要であり、この位相整合のために誘電体を利用する
方法を総称して誘電体加速と呼んでいる。さらに相
対論的な粒子に対しては光 (光子)が粒子と相互作用
できるのは１回のみで再利用はできないため、長距

離加速するには、粒子との相互作用回数分の電磁波
の波数が必要であり、超短パルスの超高電界を利用
する事は原理的にできない。さらに同じ粒子には電
磁波が再利用できない事から加速の電力効率を上げ
るには後続の粒子に対して再利用する事が必須であ
り、このために電磁波蓄積の Quality Factor(Q値=

ω U/W, ωは角周波数、Uは蓄積エネルギー、Wは
空洞の損失 )、または Finesse という電磁波のエネル
ギーの蓄積または循環が必要である。

• Dielectric Lined Circular Waveguide (DLW) :

キャピラリー中の THz波で加速
ビーム駆動 : 超短パルス電子ビームを通す際に
生じる超高電界の THz航跡場で後続のビームを
加速
レーザー駆動 : THz-PPLN で生成した高強度
THz

• Dielectric Laser Acceleration (DLA) :

グレーティング構造に電磁波を照射して表面を
走行する電子を加速する方式
レーザーの周波数でも構造体が製作可能な方法
しかしシャントインピーダンスがかなり低い

• Dielectric Wall Accelerator (DWA)

光伝導スイッチ (PCSS) を用いて誘電体伝送路
を高速にスイッチして加速電界を得る
後述のモードロックと似たパルスが得られる

• Dielectric Assisted Accelerator (DAA)

誘電体装荷型加速管 高い Q値が得られる

1.4 壁材質
導電体表面では導電率が大きく変位電流は無視で
きるため、以下のようになる。

∆H = µσ
∂H

∂t
= jωµσH (19)

これを導体の深さ方向を dとして解くと

H(d) = H(0)ejωte−(1+j)
√

ωσµ
2 d (20)

となり、電流は指数関数的に深さ方向に減衰する
事が分かる。ここで電流もしくは磁界が 1/e になる
深さを表皮深さ (δ)と言う。



δ =

√
2

ωσµ
(21)

ここで表皮抵抗 RS を以下のようにおけば、

RS =
1

δσ
=

√
ωµ

2σ
=
ωµδ

2
(22)

表皮深さは周波数の平方根に反比例するため、例
えば 3GHz が 300GHz になると、表皮深さが 1/10

になってしまい、結果的に表皮抵抗は 10倍になって
しまい、損失は１０倍となる。従って、Q値が 1/10

と非常に低くなってしまうため、蓄積するような通
常の空洞は超高周波では非常に電力効率が悪くなっ
てしまう。
超高周波では上述のように、表皮深さが短くなり、
さらに壁に衝突する回数も増えてしまうため、通常の
金属壁の空洞での Q値は非常に低い。これは例えば
レーザーなどの光の周波数 (数 100THz) などでは、
金属ミラーの反射率が低くなるので使われないのが
良い例である。そこでレーザーなどのミラーは通常
は誘電体多層膜ミラーが利用されている。ミリ波帯
では、この誘電体多層膜ミラーを使うのが微妙な領
域であり、波長がそれなりに長いため、スパッタなど
の方法で製造するには厚すぎて不可能である。そこ
で考えられる方法としては、金属と誘電体の組み合
わせが考えられる。超高周波では、金属の反射率も
光に比べれば高く、誘電体の誘電率も光に比べれば
高い。従って、金属と高誘電率の誘電体の組み合わ
せを利用すれば、比較的高い反射率の壁を作る事が
できる。この考え方は、OHO24 の別講で述べられて
いる我々が考案した誘電体アシスト型加速空洞でも
利用されている。
1.5 周波数重畳とモード同期
超高周波でさらに究極の加速器を考える時に新た
な候補となる可能性があるのが周波数重畳である。
マイクロ波でも周波数重畳は可能であり、研究はさ
れている。例えば基本波と２倍波での重畳空洞は空
洞の形状の変更で可能であるが、ビームとの位相速
度を保ちつつ数個の周波数を重畳するだけでも、か
なり難しい。
一方レーザーではモード同期レーザーは周波数重

図 3 単一周波数の加速器とモードロック型の加速器

畳そのものの名称であるが、現在は当たり前の技術と
なっており、通常のモード同期レーザーで、Ybファイ
バーレーザーや Ti:Sapphire のモード同期レーザー
では帯域としては 30THz (100nm)程度で 100MHz

毎のモード同期が実現しており、これは 30万個近い
周波数の重畳が実現している事になる。
例えば 300GHz 程度の超高周波では、これらのマ
イクロ波とレーザーの中庸程度のモード同期は可能
であり、例えば 10% (30GHz) の帯域のモード同期
が可能だとして、加速器の構造体が 300 MHz(半波
長で 50cm) 程度だと 100 個の周波数重畳が可能で
ある事になり、単一周波数の超高周波と比べて 10倍
の電界が同じ電力で得られる事になる。例えば図 3

で、単一周波数で 1 GV/m が得られるのであれば、
右図のようなモード同期では 10 GV/m が得られる
事となり、非常に有望な超高電界加速器の候補とな
り得る。

2 Dielectric Lined Waveguide:DLW

誘電体装荷加速管とはビームの速度と加速管の位
相を整合するために、誘電体壁または誘電体ディスク
を用いた構造であり、電子ビーム駆動では 10GV/m

以上の電界が得られている [5]。
最も簡単な誘電体加速の構造としては筒状のガ
ラス管を用いて電子ビームとの位相速度を合わ
せる方法がある。これは Dielectric Lined Waveg-

uide(DLW) と呼ばれており、この DLW の加速モー



図 4 DLWの加速モードの電界と磁界分布

ドは図 4 で、また偏向モードは図 5 となっている、
偏向モードは RFディフレクターと同じ原理で THz

ディフレクターとして利用でき、XFEL などの超短
バンチビームのスライス測定などに利用できる。
2.1 固有モード解析
誘電体円筒導波路の固有モード解析は文献 [1] と
その参考文献で研究されている。これらを [4] とし
てまとめている。
ここでは、誘電率 ϵ0 の真空孔を持つ誘電体で金
属管の一部を満たしたものを考える。金属管の半
径を b、真空孔の 1 つを a とする。以下、真空領域
(0 ≤ r ≤ a) を添え字 1、誘電体領域 (a < r ≤ b) を
添え字 2とする。(a < r ≤ b) を添え字 2とする。例
えば、真空領域の半径波数を kr1、誘電体領域の半径
波数を kr2 とする。
角周波数 kω、伝搬定数 kz の DLW 内部を伝搬す
る電磁場は、ヘルムホルツ方程式から n 方位波と
m 半径波の固有モードとして求めることができる。
n = 0 のとき Ez と Hz の成分は切り離されるので、
Hz = 0 の解には純粋な TM0m モードを、Ez = 0

図 5 DLWの偏向モードの電界と磁界分布

の解には純粋な TE0m モードを定義できる。一方、
kz > 0である限り、n > 0の解は Ez とHz 成分が 0

でなく、TEMnm モードと呼ばれる。
位相速度 vp がビーム速度 vb < c と一致する場合
を考えると、縦波数 kz は自由空間の波数 k0 より大
きくなるはずである。つまり、k0 < kz となる。
k2r1 = k20 − k2z ≡ −α2

1 < 0, (23)

k2r2 = ϵrk
2
0 − k2z ≡ k22 > 0. (24)

ビーム軸に沿った一様性とマクスウェル方程式か
ら、軸方向の磁場成分とその他の成分との関係は次
のようになる。

E⃗ti =
i

k2ri

[
−kz∇⃗tEzi +

ω

c
ẑ × ∇⃗t(Z0Hzi)

]
, (25)

Z0H⃗ti = − i

k2ri

[
kz∇⃗t(Z0Hzi) +

ω

c
ẑ × ∇⃗tEzi

]
,(26)

ここで、Z0 は真空中の波動インピーダンスであ
る。すると、Eq.(25)と Eq.(26)を次のように縮約す



ることができる。
(∇2

T + k2ri)Ezi(r, θ) = 0, (27)

(∇2
T + k2ri)Hzi(r, θ) = 0. (28)

k2r1 < 0 なので、真空領域での半径依存性はであ
るべきであり、In(α1r) と Kn(α1r) の第 1 種と第
2 種の修正ベッセル関数の線形結合である。原点に
特異点があるため、limr→∞Kn(α1r) = ∞ となる、
In(α1r)だけで十分である。誘電体領域では k2r1 > 0

なので、半径依存性は第 1種と第 2種のベッセル関数
の線形結合 Jn(k2r) と Yn(k1r)の線形結合である。

Ez1 = A1In(α1r) cos(nϕ)e
iψ(z,t), (29)

Hz1 = B1In(α1r) sin(nϕ)e
iψ(z,t), (30)

Ez2 = (A2Jn(k2r) +A3Yn(k2r)) cos(nϕ)e
iψ(z,t),(31)

Hz2 = (B2Jn(k2r) +B3Yn(k2r)) sin(nϕ)e
iψ(z,t),(32)

ここで、psi(z, t) = Γ t− kzz。
軸方向の電場の振幅と軸方向の磁場の振幅の比を
と軸方向磁場の振幅の比を

η =
A1

B1
, (33)

と定義する。これは DLW の伝搬モードのインピー
ダンスは Eq.(52) または Eq.(53) を用いて計算さ
れる。
議論を簡単にするために、u = α 1a, v = k2a,

w = k2b と定義する。w = k2b と定義する。金属壁
表面の境界条件 Ez2|r=b = 0と Hr2|r=b = 0は次の
ようになる。

A3 = −Jn(w)
Yn(w)

A2 ≡ A32A2 ≡ A31A1, (34)

B3 = −J
′
n(w)

Y ′
n(w)

B2 ≡ B32B2 ≡ B31B1, (35)

をそれぞれ定義する。また、比A2 = A21A1, B2 =

B21B1 を定義する。
方位角 n を持つ真空領域の電磁場は次のように与
えられる：

Enz1 = E0In(λ1) cos (nϕ) cosψ(z, t), (36)

Enr1 = −γpE0Rn (λ1, 1, βprη) cos (nϕ) sinψ(z, t),(37)

Enϕ1 = βpγpE0Rn (λ1, rη, 1/βp) sin (nϕ) sinψ(z, t),(38)

Hn
z1 =

E0

Z0
rηIn(λ1) sin (nϕ) cosψ(z, t), (39)

Hn
r1 = −γp

E0

Z0
Rn (λ1, rη, βp) sin (nϕ) sinψ(z, t), (40)

Hn
ϕ1 = −βpγp

E0

Z0
Rn (λ1, 1, rη/βp) cos (nϕ) sinψ(z, t),(41)

ここで、λ1 = α1r、rη = Z0/η である。kz/α1 =

1/
√

1− β2
p ≡ γp の関係を使う。Z0 は自由空間のイ

ンピーダンスで、誘電率 ϵ0、誘電率 µ0、自由空間の
光速度 cと関係し、ϵ0 = 1/cZ0 である。とする。簡
単のために、半径依存、縦・時間依存の関数を次のよ
うに定義する。

Rn(λ,A,B) = AI ′n(λ) +B
nIn(λ)

λ
, (42)

≃

{
A
2 λ, (n = 0)
A+B

2 . (n = 1)
(43)

ここで、Rn(r,A,B) をビーム軸 λ1 = α1r(≪ 1)

の周りに展開する。
領域 2(a < r < b)の磁場は次式で得られる。

Enz2 = E0Cn(λ2) cos(nϕ) cosψ,

(44)

Enr2 =
1√

ϵrβ2
p − 1

E0R2n(λ2, 1, βprη) cos(nϕ) sinψ,

(45)

Enϕ2 = − 1√
ϵrβ2

p − 1
E0R̄2n(λ2, βprη, 1) sin(nϕ) sinψ,

(46)

Hn
z2 =

E0

Z0
rηDn(λ2) sin(nϕ) cosψ,

(47)

Hn
r2 =

1√
ϵrβ2

p − 1

E0

Z0
R̄2n(λ2, rη, ϵrβp) sin(nϕ) sinψ,

(48)

Hn
ϕ2 =

1√
ϵrβ2

p − 1

E0

Z0
R2n(λ2, ϵrβp, rη) cos(nϕ) sinψ,

(49)



ここで Cn(λ) = A21Jn(λ) + A31Yn(λ), Dn(λ) =

B21Jn(λ) + B31Yn(λ), R2n(λ,A,B) = AC ′
n(λ) +

B(nDn(λ)/λ) 、R̄2n(λ,A,B) = AD′
n(λ) +

B(nCn(λ)/λ). とした
誘電体と真空の境界の連続条件としては、電場の
接線成分 E⃗i と磁場の接線成分 H⃗i が境界で同じにな
るようにする。縦成分は
Ez1|r=a = Ez2|r=a and Hz1|r=a = Hz2|r=a give

A2 =
In(u)Yn(w)

Jn(v)Yn(w)− Jn(w)Yn(v)
A1 ≡ A21A1, (50)

B2 =
In(u)Y

′
n(w)

Jn(v)Y ′
n(w)− J ′

n(w)Yn(v)
B1 ≡ B21B1. (51)

方位角成分については Eϕ1|r=a = Eϕ2|r=a and

Hϕ1|r=a = Hϕ2|r=a で与えられる

B1

A1
= − nkz

ωµ0

[
In(u)

u2
+

1

v2
(A21Jn(v) +A31Yn(v))

]
[
I ′n(u)

u
+

1

v
(B21J

′
n(v) +B31Y

′
n(v))

]−1

(52)

B1

A1
=
ωϵ0
nkz

[
In(u)

u2
+

1

v2
(B21Jn(v) +B31Yn(v))

]−1

[
I ′n(u)

u
+
ϵr
v
(A21J

′
n(v) +A31Y

′
n(v))

]
. (53)

(52)と (53)を減らすと、DLWの固有モードの分
散関係は次のようになる。

fdisp(k0, kz, a, rab, ϵr)

=
k20
n2k2z

[
In(u)

u2
+

1

v2
(B21Jn(v) +B31Yn(v))

]−1

[
I ′n(u)

u
+
ϵr
v
(A21J

′
n(v) +A31Y

′
n(v))

]
−
[
In(u)

u2
+

1

v2
(A21Jn(v) +A31Yn(v))

]
[
I ′n(u)

u
+

1

v
(B21J

′
n(v) +B31Y

′
n(v))

]−1

, (54)

ここで、自由空間の波数 k0 = ω/c と定義する。
無次元パラメータ rab = a/b を定義し、金属壁の半
径を b = a/rab とする。b = a/rab とする。また、
TMnm モードについては、fdisp(k0, kz, a, rab, ϵr) =
0 の m番目の解の共鳴条件を求める。ここで周波数
f = ck0/2π、伝搬定数 kz = k0/

√
1− 1/γ2、真空孔

半径 a、真空と誘電体の半径の比 rab = a/b 、比誘電
率 rab = a/b 。比、比誘電率 ϵr。
単 位 長 さ あ た り の エ ネ ル ギ ー U =

(1/2)
∫
dS(ϵ|E⃗|2 + µ|H⃗|2) 。と な り 、電 力 束

Pz =
∫
dS(ErH

∗
fi − EfiH

∗
r )は以下のように求めら

れる：

U =
E2

0

2cZ0

1

α2
1

Λnu1 +
ϵrE

2
0

2cZ0

1

k22
Λnu2,

=
E2

0

2cZ0

γ2pβ
2
p

k20
Λnu1 +

E2
0

2cZ0

β2
p

(ϵrβ2
p − 1)k20

Λnu2, (55)

Pz =
E2

0

Z0

k2z
α4
1

Λnp1 +
E2

0

Z0

k2z
k42

Λnp2,

=
E2

0

Z0

γ4pβ
2
p

k20
Λnp1 +

E2
0

Z0

β2
p

(ϵrβ2
p − 1)2k20

Λnp2 (56)

ここで、無次元積分を次のように定義する。

Λnu1 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ u

0

dλ1λ1

[
(c2n + r2ηs

2
n)I

2
n(λ1)

+ γ2p

(
c2n(R

2
n(λ1, 1, βprη) +R2

n(λ1, βp, rη))

+ s2n(R
2
n(λ1, βprη, 1) +R2

n(λ1, rη, βp))
)]
,

Λnu2 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ w

v

dλ2λ2

[
(ϵrc

2
nC

2
n(λ2) + r2ηs

2
nD

2
n(λ2))

+
1

ϵrβ2
p − 1

(
c2n(ϵrR

2
2n(λ2, 1, βprη) +R2

2n(λ2, ϵrβp, rη))

+ s2n(ϵrR̄
2
2n(λ2, βprη, 1) + R̄2

2n(λ2, rη, ϵrβp))
)]
,

Λnp1 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ u

0

dλ1λ1

[
c2nRn(λ1, 1, βprη)Rn(λ1, βp, rη)

+ s2nRn(λ1, βprη, 1)Rn(λ1, rη, βp)
]
,

Λnp2 =

∫ 2π

0

dϕ

∫ u

0

dλ2λ2

[
c2nR2n(λ2, 1, βprη)R2n(λ2, ϵrβp, rη)

+ s2nR̄2n(λ2, βprη, 1)R̄2n(λ2, rη, ϵrβp)
]
.

ここで、sn = sin(nϕ)と cn = cos(nϕ)を使う。
2.2 DLW の実証実験
現時点で外部の超高周波源による DLW の加速は
まだ電界が低く、これまでの実証実験としては相対
論的電子ビームを用いた航跡場によるものが行われ
ている。これらについては電子ビーム駆動の超高周
波源の所に記載した。



第 II部
電子ビーム駆動の超高周
波源 (ミリ波源＝サブ
THz源)

電子ビーム駆動の超高周波源は、効率は比較的高
くできるが、高出力化や装置の規模の関係で、実用化
している物は少ない。電子ビームとしては非相対論
的な電子ビームを使う方法と相対論的なビームを使
う方法で大きく分けて、電子管とそれ以外で分けて
述べる事とする。

1 電子管
電子管は非相対論的な数 kV～数 100kV の大電流
電子ビームを用いて、増幅または発振するものであ
る。ミリ波帯の電子管は様々な物が考案され、製品化
されている物もある。１つのソースから全て賄うよ
うな産業用の加速器では発振管の使用も可能なケー
スもあるが、発振管は位相が制御できない上、発振波
長も発振条件によって飛んだりする事もあり、不安
定性から加速器では非常に使いづらい特に大型の加
速器では位相が制御できる事が必須であるため、増
幅管が必要となる。
1.1 Gylotron

ジャイロトロンは TE0nm のモードを用いて回転
方向の電界との相互作用による電子管であり微細な
構造を作らなくてもモードとの相互作用ができ、相
互作用距離を長く取れるため、1THz 程度までの発
振が可能である。ただしジャイロトロンは発振管で
あり、ジャイクロクライストロンという増幅管も可
能ではあるが、寄生発振などの問題から製品化され
ている物は少ない。
1.2 TWT(Travelling Wave Tube)

進行波管はヘリカル遅波回路を利用して、数
10GHz 帯などで比較的広帯域の増幅が可能な電子
管である。ただヘリカル構造のサポートなどの製作
上の精度などの限界があり数 10GHz 程度までが一
般的である。また出力も小さく 20GHz程度で数 kW

程度である。

1.3 Extended Interaction Klystron

マイクロ波のクライストロンでは、１空洞の空洞
長で十分なビームとの相互作用があり、ビームの速
度変調がかけられるが、ミリ波領域になってくると、
相互作用距離が取れないため十分な変調がかからな
い。そこでクライストロンの中間空洞を複数セルな
どにして進行波型などにする事で相互作用距離を長
くし、クライストロンと同じ増幅を可能にした物は
Extended Interaction Klystron(EIK) と呼ばれる。
EIK は製品もあり、100GHz で 数 kW のピーク出力
の物があるが、300GHz 程度になると数 10W 程度の
ピーク出力が限界となる。ビーム電流としては f−2

で小さくなるだけなはずであるが、クライストロン
では 10 GHz で数 10MW が可能な事を考慮すると
出力は f−4 程度で下がってしまっている事になる。
超高周波でここまで出力が下がってしまうのは、周
波数が上がると空洞の Q値が下がってしまい、ビー
ムとの相互作用によってできる電界も弱くなってし
まい、さらにそれによりビーム電圧も下げる必要が
あり、出力が下がってしまうのだと思われる
1.4 後進波発振管：BWO(Backward Wave Osccilla-

tor)

後進波発振管：BWO(Backward Wave Osccilla-

tor) は電子ビームと遅波構造の相互作用が電子ビー
ムの進行方向と電磁波の群速度の方向が対向するタ
イプの発振器である。図 6 は、遅波構造の分散図を
表しており、負の群速度をもつ後進波と相互作用を
させる。従って電子ビームの速度を変えると相互作
用する空間高調波の位相速度つまり発振周波数を変
化させる事ができる。この空間高調波によって電子
ビームに集群がおき、集群した電子が後半の構造で空
間高調波の減速位相に入ることによってエネルギー
を失い電磁波を増幅する事で発振が起きる
図 7 は遅波構造内に誘起される場によって電子
ビームが集群する様子である。このような遅波構造
としては

• らせん構造
• 交叉指型回路
• 櫛歯形回路
• はしご型回路

などがあるが、良く研究されているのは交叉指型



図 6 遅波構造の分散図

図 7 遅波構造内に誘起される場によって電子ビー
ムが集群する様子

図 8 遅波回路の構造

図 9 DLW による航跡場

回路と櫛歯形回路だと思われる。

2 相対論的電子ビームによるミリ波生成
2.1 航跡場
相対論的電子ビームは進行方向に 1

γ で圧縮された
電界分布を持つため、DLW 自身での超短パルスの電
子ビームからの航跡場は、非常に強力であり、逆チェ
レンコフ放射と呼ばれる、電子バンチの持つ電界を
誘電体により折り曲げたような後続の電界ができる
(図 9)

eEz,dec ≈
−4Nbremec

2

a
[√

8π
ε−1εσz + a

] (57)

例えばこれを

a = 0.1mm

b = 0.324mm

ε = 3.0 (SiO2)

q = 5 nC

σz = 30µm (0.1ps)

というようなパラメーターで計算すると 航跡場に
より発生した電界は 2 GV/m になる
今まで最も高い電界が得られた実証例としては

Stanford Linear Accelerator Center での FFTB で
の実験による 13.8 GV/m という実証例がある ([5])。
KEKの電子陽電子入射器では、これらとは少し異



図 10 KEK における共振型 DLW 構造による
THz Deflector の試験装置

図 11 DLWアフターバーナー

なる方法で、DLW を THz-Deflector によるバンチ
のスライス形状の分析のために導入して実験を行っ
ている。従来と異なるのは、自己航跡場ではなく、
駆動ビームと分析ビームを異なる RF サイクルで加
速された別々のビームを用いて、共振器型の構造の
DLW を用いて、駆動ビームからの外部超高周波源を
用いた、より加速器に近い実験が可能となっている。
この共振構造の DLW は逆側からのビームでも利
用できるため、例えばコライダーのような加速器の
相手側ビームを駆動ビーム源とした追加速用（アフ
ターバーナー）としても利用可能であると考えられ
る (図 11)

2.2 FEL

2.2.1 シンクロトロン放射光
荷電粒子が真空中を等速直線運動している際には
電磁波の放射はない。しかし、運動速度や運動方向が
変化する際には電磁波が放出される。高エネルギー
の電子が磁場の中を運動するとき、曲率中心に向か
う力を受けて発生する電磁波をシンクロトロン放射
光と呼ぶ。磁場の中を運動する荷電粒子からの電磁

図 12 シンクロトロン放射光の強度分布。電子が
赤の矢印の方向に加速度を受け、緑の点線のような
軌道を取る時、放射光がオレンジの円錐のように放
出される。電子の進行方向を黒い点線で示すとき、
放射角度 θ は θ ≈ 1

γ
となる。

波をシンクロトロン放射光とよぶようになったのは、
これが初めて観測されたのが電子シンクロトロンで
あったことによる。
電子が相対論的速度で運動するときには、光の強
度分布は電子の進行方向に集中する。相対論から電
子系での θ′ の角度に出た光は、実験室系では、

tan θ =
1

γ

sin θ′

β + cos θ′
(58)

で与えられる θ の方向に観測される。ここで β は
電子の速度 v を光速 c で割った値 (β = v/c) であ
り、γ は電子のエネルギーを静止エネルギーm0c

2(=

0.51MeV)で割った値であり、

γ =
電子のエネルギー [MeV]

0.51
=

1√
1− β2

(59)

と表される。式 (58)によると θ′ = 90°に出た光で
あっても θ ≈ 1/γ に放出されるので、大部分の光は



電子の進行方向に沿った狭い角度の円錐の中に放出
される（図 12）。また光速に近い速さで走る電子から
放出される放射光は、相対論的ドップラー効果によ
り、波長が非常に短くなる。
この鋭い指向性と短波長性が放射光の特徴である。
シンクロトロン放射光はX 線、軟X 線、真空紫外
から紫外、可視領域までの広い波長域に及ぶ強力な
連続スペクトル光であり、X 線、軟X 線、真空紫外
領域の光科学にとって新しい光源である。放射光の
取り出し方としては、偏向電磁石のところで発生す
る光を取り出す方法がある。しかし、この場合には
利用できる放射光の波長域などが光源加速器全体の
設計（軌道半径等）で決まるため、電子に小さな曲率
半径を描かせるためのものとして考案されたものが
ウィグラーである。また、偏向電磁石やウィグラー
から取り出される放射光は幅広い波長を持っている
ため、放射光の単色性を良くするために考案された
ものがアンジュレータである。このアンジュレータ
と加速器を併用してレーザー発振機としたものが自
由電子レーザーである。
2.2.2 誘導放射
アンジュレータ磁場がｘ軸に平行の場合、yz 平面
内での電子ビームの軌道は図 13 のように蛇行する。
電子ビームの蛇行と同じ yz 平面に偏向面を持つ放射
光（波長λ）の電場 E による電子の加速減速を考え
る。まず図 13 において、電子の進行方向が y 軸の正
方向で、電場 E の向きが y 軸の正方向である点 A0

について考える。この時電場 E により、
電子は進行方向 y 軸正方向の逆である y 軸負方
向に力を受ける。よって、点 A0 では電子ビームは
減速される。次に電子がアンジュレータの半波長
(λu/2) 進んだとき、電子が光の位相に対し光の半波
長 (λs/2) だけ遅れた場合を考えると、A0 の電子は
図 13 の A1 の位置に来る。この場合、電場 E によ
り電子は進行方向 y 軸負方向の逆である y 軸正方向
に力を受ける。よって、A0 → A1 において連続して
減速が起こる。同様にして、A2 でも減速となり、最
初 A0 から出発した電子は共鳴的に減速され続ける。
このような条件を共鳴条件と呼び、電子が失ったエ
ネルギーが放射光のエネルギーに変換され放射光が
増幅される効果を誘導放射という。誘導放射は放射
光の周期で配列した電子からの放射となるため、放

図 13 電子と放射光の共鳴条件。緑は電子軌道、
青は放射光の電場、λ u はアンジュレータの周期長
を表している。アンジュレータ磁場がｘ軸に平行の
とき、電子ビームは yz 平面内で蛇行する。電子の
進行方向が y 軸の正方向で、電場 E の向きが y 軸
の正方向であるような点 A0 の電子は放射光の電場
により共鳴的に減速され続け、電子が失ったエネル
ギーが放射光のエネルギーに変換され増幅される。
このような条件を共鳴条件という。

射光の位相に同調したコヒーレントな光となる。ま
た点 B0 も同様に考えると、共鳴的に加速され続け
ることなり放射光が減衰され続ける。この場合、電
子は放射光のエネルギーを吸収していると考えられ
る。以上のことから、誘導放射を起こさせ放射光を
増幅するためには、電子ビームのエネルギー、電子と
放射光の波長や位相など考慮する必要がある。
アンジュレータ中で波長 λs の放射光と電子ビーム
が共鳴的に相互作用したとき、図 13 で説明したよう
に電子のエネルギーが変調される。エネルギー変調
された電子ビームではある距離伝播したのち密度変
調が発生する。いま、共鳴条件を満たす電子ビーム
のエネルギーよりもわずかに高いエネルギーの電子
ビームを入射したとする。加速位相の電子はエネル
ギー変調により共鳴条件からのずれが大きくなり、加
速位相から減速位相への移動が起こる。一方、最初
減速位相にあった電子はエネルギー変調の結果共鳴
状態により近づくため、長時間にわたり減速位相に
滞在する。以上の結果、電子ビームはレーザー光の
周期で密度変調を受け、減速位相に集群化する。す
なわち、電子ビームは全体として、エネルギーを失
い、そのエネルギーは誘導放射によりレーザー光に
変換される。逆に共鳴エネルギーよりもわずかに低
いエネルギーの電子ビームは、レーザー光により加
速される。その結果、レーザー光は減衰する。電子



図 14 アンジュレータと光共振器。自由電子レー
ザーの構成要素である光発生・共振器部はアンジュ
レータと共振器から構成されている。入射された電
子ビームはアンジュレータの周期的な磁場により
蛇行運動をし、シンクロトロン放射光を放出する。
放出されたしたシンクロトロン放射光はアンジュ
レータ前後に設置した光共振器により蓄積され増
幅、レーザー発振を行う。

ビームが十分減速位相に集群化した状態では個々の
集群があたかも一つの荷電粒子であるかのように振
る舞い、シンクロトロン放射が起こる。シンクロト
ロン放射エネルギーは電荷 q の粒子では q2 に比例
する。したがって、ランダムに分布した N 個の粒子
による放射エネルギーは Nq2 に比例する。それに対
し、N 個の粒子が完全に集群化した場合には (Nq)2

に比例する。すなわち、共鳴するレーザー光の入射
により誘導された放射光強度は通常のシンクロトロ
ン放射光の N 倍になる。
2.2.3 自由電子レーザー (Free Electron Laser,FEL)

自由電子レーザー (Free Electron Laser,FEL)は、
電子加速器部と光発生・共振器部から構成されてい
る。光発生・共振器部の図を図 14 に示す。FEL 発
振までの過程は以下の通りである。まず加速器によ
り相対論なエネルギーまで加速された電子ビームを
アンジュレータに入射する。入射された電子ビーム
はアンジュレータの周期的な磁場により蛇行運動を
し、シンクロトロン放射光を放出する。放出された
したシンクロトロン放射光はアンジュレータ前後に
設置した光共振器により蓄積される。その後、後発
の電子ビームと繰り返し相互作用させることにより
電子ビームを集群し、強い誘導放射を発生させ放射
光を増幅する。この増幅率が共振器鏡での減衰率を
上回るときに FEL発振が起こる。
さらに THz～紫外線程度までの波長域では光学的

なミラーが利用できるため、先に説明した FEL は
アンジュレータ前後に共振器を置きアンジュレータ
の長さを擬似的に無限長にすることで短いアンジュ
レーターで FEL 発振を飽和させる事が可能となる。
一方 X線領域などになると効率の良いミラーが使え
ないため共振型 FELは一部提案されているが、Self-

amplified spontaneous emission(SASE)と呼ばれる
自己増幅のみによる方法が実施されており、ショッ
トノイズから飽和させるまで、アンジュレーター周
期としては数 1000周期 (数 10m)が必要となってい
る事が多い。
アンジュレータ放射光の波長 λs は相対論的ドップ
ラー効果により、アンジュレータの周期長 λu よりも
短くなる。式で表すと

λs =
λu
2γ2

(
1 +

K2

2

)
(60)

となる。ここで Kは”K-パラメータ”と呼ばれアン
ジュレータの性能を評価する重要なパラメータであ
り、磁場強度 Bu に比例するパラメータで次式で与
えられる。

K =
eBuλu
2πm0c

(61)

ここで eは素電荷 (= 1.062 × 10−19[C])である。式
(61)より、アンジュレータ放射光の波長は γ や、K、
λuの値に依存する。そのため、磁場の強さや周期長、
電子のエネルギーを変化させることで、波長を連続
的に自由に選択することができる。
FELは通常のレーザーのように原子、分子および
固体の電子のエネルギー準位を利用せず、磁場中の
自由電子をレーザー媒質としている。そのため、通
常のレーザーのような媒質中での熱損失がなく高効
率・高出力であり、また磁場強度および電子のエネ
ルギーを変えることで発振波長を連続的に変えるこ
とができる。以上の特徴から既存のレーザーでは発
振が困難な波長域、大パワー、単色性、などが実現で
き、必要な様々な分野での応用利用が期待される。
2.2.4 THz～遠赤外の自由電子レーザー
例として東京理科大学に以前設置されていた自由
電子レーザーの構成について紹介する [7]。東京理科
大学 FEL-TUS には、以前 THz 帯の FIR-FEL と
遠赤外の MIR-FEL の２台が並列に設置されていた



図 15 東京理科大学 FEL-TUS に以前設置されて
いた FEL (現在はKEKに移設)は電子銃、α 電磁
石、線形加速器、アンジュレータ、光共振器、ビー
ムダンプ等から構成されている。電子銃で電子を引
き出し、α 電磁石で電子ビームのエネルギー分布
幅、バンチを調節し線形加速器に送る。線形加速器
で電子を加速し、アンジュレータに電子を入射し、
放射光を放出させる。その後電子はビームダンプ
に捨てられ、放射光は共振器内に閉じ込められ、増
幅、レーザー発振し、上流側ミラーの中心部の孔か
ら外部に取り出され各実験室に供給される。

（MIR-FEL は現在 KEK に移設）。
このように THz / 遠赤外では光共振器が使える事
や、FELパラメーターを大きく取れるため、比較的
簡単に高出力の THz や遠赤外を得る事ができる。出
力としてはおよそ µJ のレベルであるが、これがマル
チバンチで出てくるため、蓄積できる構造体を設計
すれば、十分に高い電界を得る事はできるはずであ
る。ただしミリ波帯 (数 100GHz)まで波長が長くな
り過ぎて、スリッページから増幅するための波長が
取れない。例えば 300GHz では波長は 1mm で、3ps
に相当するため、バンチ長が 10ps だとしても３波長
しかない。つまりアンジュレーター３周期分しか増
幅されない事になってしまう。従って、加速器側で
低い周波数（1GHz 程度）などの空洞を用いて 100ps

程度のバンチ長にして何とか数 100GHz を発振する
事ができるため、装置が大型化してしまう。大阪大
学などでは L-band の空洞からの電流ビームを用い
て THz の FEL の発振が行われていたが、L-band

では装置が大型化してしまい、加速ユニットの THz

ソースとして使用するには厳しいと思われる。

第 III部
レーザー駆動の超高周波
源 (ミリ波源＝サブ
THz源)

1 レーザー光源
1.1 量子光学
量子光学は特にレーザーを作る上でそれほど役に
立つわけでもないが、一応知識として持っていると
良い部分もあるため簡単に式だけ記載しておく光子
のハミルトニアンはヘルムホルツ方程式から始めて
以下のように書ける

(
∆− 1

c2
∂2

∂t2

)
A = 0 (62)

A (r, t) = A0e
i(kr−ωt)

=
1√
V

∑
k

2∑
µ=1

ekµ× (63)

{
qkµ (t) e

ikr + q∗kµ (t) e
−ikr} (64)

(65)

ここで kµ の代わりに λ を用いる µ は分極、e は
分極のベクトルである。

H =
εE2 + µH2

2

= ε0
∑
λ

ω2
λ (q

∗
λqλ + qλq

∗
λ) (66)

Qλ (t) = qλ (t) + q∗λ (t) (67)

Q̇λ (t) = −iωλ (qλ (t)− q∗λ (t)) (68)

H =
ε0
2

∑
λ

(
Q̇2
λ + ω2

λQ
2
λ

)
(69)

Pλ = ε0Q̇λ = −iℏ ∂

∂Qλ
(70)

H =
∑
λ

(
− ℏ2

2ε0

∂2

∂Q2
λ

+
ε0
2
ω2
λQ

2
λ

)
(71)

このハミルトニアンの生成消滅演算子は以下のよ
うに書ける



H |n⟩ =
∑
λ

(
− ℏ2

2ε0

∂2

∂Q2
λ

+
ε0
2
ω2
λQ

2
λ

)
|n⟩

= ℏω
(
â†â+

1

2

)
|n⟩ = ℏω

(
n+

1

2

)
|n⟩

= E |n⟩ (72)

âλ =

√
ε0ωλ
2ℏ

(
Qλ +

i

ε0ωλ
Pλ

)
, (73)

â†λ =

√
ε0ωλ
2ℏ

(
Qλ −

i

ε0ωλ
Pλ

)
(74)[

âλ, â
†
λ

]
= 1 (75)

→ âλâ
†
λ − â†λâλ = 1 → âλâ

†
λ (76)

= â†λâλ + 1 = n+ 1 (77)[
â†λ |n⟩ , â

†
λ |n⟩

]
(78)

=
[
|n⟩ , âλâ†λ |n⟩

]
= (n+ 1) [|n⟩ , |n⟩] = n+ 1 (79)

â†λ |n⟩ = c |n+ 1⟩ (80)

→
[
â†λ |n⟩ , â

†
λ |n⟩

]
= c2 [|n+ 1⟩ , |n+ 1⟩]

= n+ 1 (81)

c =
√
n+ 1 (82)

|n+ 1⟩ = 1√
n+ 1

â†λ |n⟩ (83)

|n⟩ = 1√
n
â†λ |n− 1⟩ (84)

=
1√
n
â†λ

1√
n− 1

â†λ |n− 2⟩ = 1√
n!

(
â†λ

)n
|0⟩ (85)

次にコヒーレントな状態を記述すると

⟨n| ââ† |n⟩ = ⟨n| â†â+ 1 |n⟩
= (n+ 1) ⟨n |n⟩ = n+ 1 (86)

â† |n⟩ =
√
n+ 1 |n+ 1⟩ (87)

⟨n| â =
√
n+ 1 ⟨n+ 1| : Hermite (88)

â |α⟩ = α |α⟩ : Annihilation opα (89)

⟨n| â |α⟩ = α ⟨n |α⟩ =
√
n+ 1 ⟨n + 1 |α⟩ (90)

→ ⟨n |α⟩ = α√
n
⟨n − 1 |α⟩ = αn√

n!
⟨0 |α⟩ (91)

|α⟩ =
∑
n

|n⟩ ⟨n |α⟩ = ⟨0 |α⟩
∑
n

αn√
n!

|n⟩ (92)

⟨α |α⟩ = 1 = ⟨0 |α⟩
∑
n

αn√
n!

⟨α |n⟩

= ⟨0 |α⟩2
∑
n

α2n

n!
= ⟨0 |α⟩2 exp

(
|α|2

)
(93)

(tayler series)

⟨0 |α⟩

= exp

(
−|α|2

2

)
(94)

|α⟩ =
∑
n

|n⟩ ⟨n |α⟩

= exp

(
−|α|2

2

)∑
n

αn√
n!

|n⟩ (95)

Coherent state

|⟨n |α⟩|2 =
|α|2n

n!
exp

(
− |α|2

)
(96)

Poisson Distribution



â =

√
ε0ω

2ℏ

(
Q+

i

ε0ω
P

)
(97)

â† =

√
ε0ωλ
2ℏ

(
Q− i

ε0ω
P

)
(98)

Q =

√
ℏ

2ε0ω

(
â+ â†

)
(99)

P = i

√
ℏε0ω
2

(
â† − â

)
(100)

â |α⟩ = α |α⟩ , ⟨α| â† = ⟨α|α∗, ⟨α |α⟩ = 1 (101)

⟨α|Q |α⟩ =
√

ℏ
2ε0ω

(α+ α∗) , (102)

⟨α|P |α⟩ = i

√
ℏε0ω
2

(α∗ − α) (103)

⟨α|Q2 |α⟩ = ℏ
2ε0ω

⟨α|
(
â+ â†

)2 |α⟩
=

ℏ
2ε0ω

⟨α| â2 + â†2 + ââ† + â†â |α⟩

=
ℏ

2ε0ω
⟨α| â2 + â†2 + 2â†â+ 1 |α⟩

=
ℏ

2ε0ω

(
(α+ α∗)

2
+ 1
)

(104)

⟨α|P 2 |α⟩ = −ℏε0ω
2

⟨α|
(
â† − â

)2 |α⟩
= −ℏε0ω

2
⟨α| â†2 + â2 − â†â− ââ† |α⟩

= −ℏε0ω
2

⟨α| â†2 + â2 − 2â†â− 1 |α⟩

=
ℏε0ω
2

(
1− (α− α∗)

2
)

(105)

∆Q2 = ⟨α|Q2 |α⟩ − ⟨α|Q |α⟩2 =
ℏ

2ε0ω
, (106)

∆P 2 = ⟨α|P 2 |α⟩ − ⟨α|P |α⟩2 =
ℏε0ω
2

(107)

∆Q∆P =
ℏ
2

(108)

ハミルトニアンの時間発展の方程式は以下のよう
に書ける

|α⟩ = 1

π

∫
d2β |β⟩ ⟨β |α⟩ (109)

|{αλ}⟩ =
∏
λ

|αλ⟩ (110)

A (rt) = A0e
i(kr−ωt)

=
1√
V

∑
k

ek

(
qke

i(kr−ωt) + q∗ke
−i(kr−ωt)

)
(111)

qk =

√
ℏ

2ε0ωk
âk, q∗k =

√
ℏ

2ε0ωk
â†k

=
1√
V

∑
k

√
ℏ

2ε0ωk
ek

(
âke

i(kr−ωt) + â†ke
−i(kr−ωt)

)
(112)

Ψ (t) = −
∫

J(rt)A(rt)d3r (113)

Ψ (t) = e−
Ht
iℏ Ψe

Ht
iℏ , |ψ (t)⟩ = e

Ht
iℏ |t⟩ (114)

iℏ
∂

∂t
|t⟩ = Ψ(t) |t0⟩ , |t⟩ = U (t, t0) |t0⟩ (115)

U (t, t0) = exp

(∑
λ

{âk}

)
(116)

ここで

â =

√
ε0ω

2ℏ

(
Q+

i

ε0ω
P

)
(117)

â† =

√
ε0ωλ
2ℏ

(
Q− i

ε0ω
P

)
(118)

これらから、時間発展の方程式は

H = ℏω
(
â†â+

1

2

)
(119)

H |n⟩ = ℏω
(
n+

1

2

)
|n⟩ = E |n⟩ (120)

|ψ (t)⟩ =
∑
i

|ei⟩ e−iωit ⟨ei| ψ0⟩ (121)

iℏ
d

dt
|ψ (t)⟩ =

∑
i

|ei⟩ ℏωie−iωit ⟨ei| ψ0⟩ = H0 |ψ (t)⟩(122)

|ψ (t)⟩ = e
Ht
iℏ |ψ0⟩ (123)

輻射と電子の相互作用は、



HInteraction =
1

2m
(p+ eA)

2 − eφ (124)

H = HAtomic +HInteraction (125)

HAtomic =
∑
j

p2j + V (r1, r2, ....)

+
∑
k

ℏωk
(
â†kâk +

1

2

)
(126)

p = −iℏ∇ (127)

HInteraction =∑
j

e

2m
(pjA (rj) +A (rj) pj) +

e2

2m

∑
j

A (rj)
2

=
∑
j

e

m
pjA (rj)

+
e2

2m

∑
j

A (rj)
2

(128)

Coulomb gauge : pjA (rj) =

−iℏ {divA (rj) +A (rj)∇j} = A (rj) pj (129)

(130)

HInteraction =
e

m

√
ℏ

2ε0V
×∑

j

∑
λ

1
√
ωλ

{
ei(kr) (eλpj) âλ (131)

+e−i(kr) (eλpj) â
†
λ

}
(132)

(133)

これを相互作用表示にすると

iℏ
∂

∂t
|ψ (t)⟩ = (H0 +HI) |ψ (t)⟩ (134)

|ψ′ (t)⟩ = e
H0t
iℏ |ψ (t)⟩ (135)

iℏ
∂

∂t
|ψ′ (t)⟩ = H ′

I |ψ′ (t)⟩ (136)

H ′
I = e−

H0t
iℏ HIe

H0t
iℏ (137)

|ψ′ (t)⟩ =
∑
n

cn (t) |ψn⟩ (138)

iℏ
dcf (t)

dt
=
∑
n

⟨f |H ′ |n⟩ cn (t) (139)

cf (t) = ⟨f |H ′ |g⟩ 1− e
i(Ef−Eg)

ℏ t

Ef − Eg
(140)

Wfi =
|cf (t)|2

t

=
2π

ℏ
∑
λ

( e
m

)2 ℏnλ
2ε0V ωλ

×

∣∣∣∣∣∣⟨b|
∑
j

e±ikrj (eλpj) |a⟩

∣∣∣∣∣∣
2

(141)

δ (Ef − Ei) (142)

Ea → Eb : (143)

Ef − Ei = Eb − ℏωλ − Ea (144)

ρ (ωλ) dωλ = ℏωλ
nλ
V
dωλ (145)

⟨b| eλ
∑
j

pj |a⟩ = imωba ⟨b| eλ
∑
j

rj |a⟩

= − im
e
ωbaeλ ⟨b|P |a⟩ (146)

これらからアインシュタインのレート方程式は以
下のようになる

: Wfi = Bbaρ (ωba)

=
π

3ε0ℏ2
|Pba|2 ρ (ωba) ⟨b| eλP |a⟩ = |Pba|2

3
(147)

Wfi = Bbaρ (ωba) +Aab

=
π

3ε0ℏ2
|Pab|2 ρ (ωba) +

ω3
ba

3πε0ℏc3
|Pab|2 (148)

dNa
dt

= −dNb
dt

= (149)

]AabNb −BbaNaρ (ω) +BabNbρ (ω) (150)



図 16 レーザー共振器

1.2 レーザー発振とモードロック発振
1.3 レーザーの発振モード
レーザー共振器は図 16 のように一番簡単には２つ
の壁で形成され
共振器に存在するレーザーの波長は

λn
2
n = L⇒ ωn =

2πc

2L
n

で表され、共振器内の電界は以下のようになる

E(t) =

N∑
n=0

Ane
iωnt+iϕn

ここに存在するレーザーの発振モードとしては以
下の３種類の物が考えられる

• 連続波 (Continuous Wave:CW)単一モードの非
同期の振幅が同じレーザーの重ね合わせである

An =

{
A (n = 2Lω

2πc )
0 (others)

E(t) = Aeiωt+iϕ

I(t) = |E(t)|2 = A2

• Qスイッチ ～10 ns

Q スイッチは連続波と同じだが、ポッケルスセ
ルなどのデバイスを用いて時間的に瞬間的に空
洞の Q値を高くする事で、上準位に蓄積された
エネルギーを急速に誘導放出させ 10ns 程度の
パルスが出力できる方法である

{
An = A

ϕn = random

E(t) = A
N∑
n=0

eiωnt+iϕn

I(t) = A2
N∑
n=0

cos2 ωnt =
A2(N+1)

2

• モード同期 ～10 fs

一方モード同期というのは非線形デバイスなど
を用いた何らかの方法により、揃った位相のレー
ザーを発振させる方法であり

{
An = A
ϕn = ϕ

E(t) = Aeiϕ
N∑
n=0

eiωnt (151)

= Aeiϕ
N∑
n=0

ei
2πct
2L n (152)

= Aeiϕ
1− ei

2πct
2L (N+1)

1− ei
2πct
2L

(153)

(154)

I(t) = A2

∣∣∣∣∣1− ei
2πct
2L (N+1)

1− ei
2πct
2L

∣∣∣∣∣
2

(155)

= A2
sin2

(
2πct(N+1)

2L

)
sin2

(
πct
2L

) (156)

(157)

1.3.1 モード同期
モード同期は t=0 付近で展開すると以下のように
書ける



E(t) = Aeiϕ
Nmax∑
n=Nmin

eiωnt (158)

= Aeiϕ
Nmax∑
n=Nmin

ein∆ωLDt (159)

= Aeiϕ
eiNmin∆ωLDt − ei(Nmax+1)∆ωLDt

1− ei∆ωLDt
(160)

=
Aeiϕ

(∆ωLDt)
2

2 − i∆ωLDt
× [

(Nmin∆ωLDt)
2

2
+iNmin∆ωLDt

− ((Nmax + 1)∆ωLDt)
2

2
−i(Nmax + 1)∆ωLDt ] (161)

=
Aeiϕ

1− i∆ωLDt
2

× [

(Nmax + 1−Nmin)

−i

(
(Nmax + 1)

2 −N2
min

)
∆ωLDt

2
] (162)

∆t(−3dB) =

2(Nmax + 1−Nmin)(
(Nmax + 1)

2 −N2
min

)
∆ωLD

(163)

=
2

(Nmax + 1 +Nmin)∆ωLD
(164)

(165)

これは結果として

I(t) = A2
sin2

(
2πct(N+1)

2L

)
sin2

(
πct
2L

) (166)

この式は図 17 のように ∆t = 2L
c 毎に I(t) =

A2(N + 1)2

の尖頭出力のパルスが得られる事になるここで特
筆すべきは同じ平均出力のレーザーでもモードの数
N が増えると N倍の尖頭電界が得られる事である。
なお、パルス幅にはフーリエ限界の関係があり、
電界の時間分布は以下のようなフーリエ変換の関
係があり

図 17 モードロック発振

図 18 フーリエ限界

E(t) = A

∫ +∞

−∞
f(ω)eiωtdω (167)

f(ω) = exp[−a(ω − ω0)
2 + iϕ(ω)] (168)

= exp[−a(ω − ω0)
2 (169)

+iβ0 + iβ1(ω − ω0) (170)

+i
β2
2
(ω − ω0)

2 + · · · ] (171)

(172)

と過程すると帯域は

I(ω) = f(ω)2 → ∆ω =

√
2 ln 2

a
(173)

となる
1.4 レーザー媒質と配置
科学的な目的でレーザーを利用する際、一般的に
特定の波長のレーザーが必要である事が多く、以前



のレーザー開発は、その特定の波長に準位のあるレー
ザー媒質を探す事が重要であった。しかし近年非線
形光学素子による波長変換効率が飛躍的に上がり、
次は非線形光学素子の位相整合角が取れる材料を探
す事が重要となった。さらにその後周期構造を持つ
擬似位相整合 (qllasi- phase matching:QPM)という
方法が実用化され、現在ではこの疑似位相整合によ
りどのような周波数でも位相整合が可能になった事
により材料の非線形光学定数と耐力だけが問題にな
る時代となってきている。
従って、駆動用レーザーとしてはどんな波長でも
良くなり、一般的に半導体レーザー励起で大出力・
高効率を得やすい Nd:YAG や Yb:YAG レーザー媒
質を用いて、そこから QPM によって任意の波長を
得るのが最も効率良く最短の期間で開発ができる方
法となった。例外としては帯域の広い Ti:Sapphire

レーザーだけは少々特殊であり、Ti:Sapphire の帯域
内にある波長 650～950nm 程度に関してだけは、超
高出力が得られるため、Ti:Sapphire レーザーが用い
られるが、それ以外の周波数では、非線形デバイス
で倍波を取ったり、足したり引いたりを任意に行い、
材料の特性が得られる範囲内でなら、どのような波
長でも生成する事ができるようになった。
レーザー媒質としては、以下のようなものがある
が、固体レーザーのみについて述べる事とする

• 固体レーザー蛍光寿命や波長の可変範囲が無
く、従来は誘導放出による固体レーザーだけで
は様々な応用をカバーできなかった。しかし近
年は半導体レーザーが高出力化した事により励
起が高効率になり、また非線形デバイスの高効
率化と合わせて固体レーザーのみで様々な用途
に活用できるようになっており、本稿では固体
レーザーのみについて述べる事とする

• ガスレーザー短波長、長波長などの固体レーザー
で対応できない領域で、ガスの種類により短波
長や長波長が出る物があり、産業用で利用され
ているものとして短波長でエキシマレーザー、長
波長で CO2 レーザーなどがあるそれぞれこの特
定の波長では固体レーザーより効率良く高出力
の光源として利用できる

• 色素レーザー様々な色素による波長選択性があ

図 19 最も代表的な固体レーザー媒質

るが、近年は安定性の面などから固体レーザー
の非線形媒質による OPO などに置換されてき
ている。

固体レーザー媒質の最も代表的な物としては、図
19 がある。
もちろん他にも様々な特徴を持つ興味深いレー
ザー媒質は他にも色々存在するが、結局の所、あま
り普及していない。その理由としては、YAG または
Sapphire が単結晶成長で最も安定に高品質な物が得
られ、さらに Yb:YAG や Nd:YAG は十分に長い蛍
光寿命がある。
さらに近年の固体レーザーは半導体レーザーダイ
オード励起であり、高出力が得やすいのが InGaAs

による 900nm 付近であるため、この波長帯で励起で
きる固体レーザーが Yb:YAG や Nd:YAG だからで
ある。
例えば Yb 系の他の材質として、図 20 のように
様々な物があり、帯域の面で有利な結晶も多数ある
が、往々にして熱伝導率が悪かったり、結晶の品質が
悪かったりと、Yb:YAG 程は普及していない
一方 Sapphire は結晶の品質や熱伝導率などの面
から超高出力を得るには最良の母材であるはずだが、
強固な結晶構造のため Nd などのドープが非常に難
しく、研究レベルで成功した例はあるが量産できる
状況にはなっていない。また Ti ドープでは帯域は
非常に広いものの、蛍光寿命が短く、直接半導体励
起では難しいそこで、YAG レーザーの倍波である
500nm 付近のレーザーが、Ti:Sapphire レーザーの
吸収波長となり、YAGレーザー励起が一般的となっ
た。これにより 600-1000nm 程度の波長域について
は Ti:Sapphire レーザーでカバーできる。
さらに短波長側は非線形媒質による倍波や３倍波、



図 20 Yb系の様々なレーザー媒質のパラメーター

４倍波生成によって 200nm 付近まではカバーでき、
また長波長側も非線形媒質による差周波や OPO な
どによりカバーできるため、電力効率が数 % 程度で
良ければ、これらの媒質と非線形媒質の組み合わせ
で比較的どのような波長でも生成できる事になる。
ただし効率としては

• 半導体レーザーダイオード (40%)パルス幅 250-

1000 µs / 10 kW など
• YAG レーザー (30%) パルス幅 1-10ns / 100-

1000 MW

• SHG (60 %)

• Ti:Sapphire (50 %) パルス幅 10- fs / 10-100

TW

• OPO / DFG / SHG など (50 %)

などとなり、総合効率では 2 % 程度とかなり低
いが、波長やパルス幅の可変性など汎用性は非常に
高い。
Nd:YAG は ４準位レーザーであり、発振の下準位
が 100ps のオーダーで基底準位に落ちるため下準位
に残らないため吸収が起きない。このような４準位
レーザーの固体レーザーの小信号増幅率は以下のよ
うに書ける

Epump =
Ppump
A

Tpulse

(
1− e−

Tpulse
τ

)
ηpumpηquantum (174)

Es =
hνe
σe

: Saturation fluence. (175)

dEpump
dz

= αEpumpe
−αz (176)

N2 =
dEpump
dz

/hνpump, Ns =
1

σe
(177)

g = σeN2 + σaN1

=
σe α e

−αzPpumpTpulse

(
1− e−

Tpulse
τ

)
hνpumpA

ηpumpηquantum (178)

gL =

∫ L

0

σeN2dz =
Epump/hνpump

(
1− e−αL

)
Es/hνe

=
Np
Ns

(179)

small signal gain : G = egL , G0 = e
Np
Ns (180)

さらに飽和フルエンスに近くなると、増幅は Frantz

Nodvik の方程式で表される

eE1/Es − 1 =
(
eE0/Es − 1

)
G0 (181)

これから４準位レーザーの固体レーザーの増幅効
率は



ηamp =
E1 − E0

Epump

=
Es (log (x0G0 + 1)− log(x0 + 1))

Epump
(182)

→ (183)

ηmax (x0 >> 1)

=
Es log (G0)

Epump
=

1/hνpump
(
1− e−αL

)
1/hνe

= ηstokes
(
1− e−αL

)
(184)

q =
Epump
Es

, (185)

gL =
Epump/hνpump

(
1− e−αL

)
Es/hνe

= qηmax (186)

G0 = eqηmax (187)

η =
E1 − E0

Epump

=
log (x1 + 1)− log (x1e

−qηmax + 1)

q
(188)

xn
xn−1

=
eEn/Es − 1

eEn−1/Es − 1
= G0

→ xn
x0

= Gn0 = enqηmax (189)

ηtotal =
En − E0

nEpump
(190)

=
log (xn + 1)− log (x0 + 1)

nq
(191)

= ηmax
log (xn + 1)− log (x0 + 1)

log (xn)− log (x0)

= ηmaxηamp (192)

Yb:YAG のような３準位レーザーでは吸収がある
ため、励起密度を高くしないと増幅率が１を越えな
い。しかし近年の半導体レーザーの高出力化により
比較的簡単に高密度の励起が可能となった
また近年ではファイバーレーザーも平均出力が半
導体レーザー励起で非常に高い効率が得られるよう
になり注目されている。ただしファイバーレーザー
では大口径の物でも mJ レベルが限界である
1.5 分散とチャープパルス増幅
チャープパルス増幅 (Chirped Pulse Amplifica-

tion : CPA) は飛躍的にレーザーの尖頭出力を TW

以上に伸ばす事に成功した。これはモードロック
レーザーからの超広帯域・超短パルスのレーザーを

そのまま増幅のは、結晶が破壊閾値を越えてしまう
上、媒質の分散や非線形性で限界がある。
そこでグレーティングなどの分散性デバイスを利
用して、超短パルスを波長依存の時間遅延させ、パル
ス幅を広げた後、圧縮する事で、非常に高い尖頭出力
を得る事ができるようになった。
1.5.1 分散
モードロックの所でも述べたが、電界は以下のよ
うなフーリエ変換の関係があり、

E(t) = A

∫ +∞

−∞
f(ω)eiωtdω (193)

周波数分布をガウシアンであると過程すると、

f(ω) = exp[−a(ω − ω0)
2 + iϕ(ω)]

= exp[−a(ω − ω0)
2

+iβ0 + iβ1(ω − ω0)

+i
β2
2
(ω − ω0)

2 + · · · ] (194)

これを
β1 ≠ 0, β0 = β2 = β3 = · · · = 0, (195)

の条件で考えると

E(t)

= Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−aω2 + iβ1ω + iωt]dω (196)

= Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−a(ω − i(t+ β1)

2a
)2

− (t+ β1)
2

4a
]dω (197)

= A

√
π

a
×

exp[− (t+ β1)
2

4a
+ iω0t] (198)

これはパルス幅だと

I(t) = E(t)2 → ∆t =
√
8a ln 2 (199)

となる。これが最短に圧縮されたフーリエ限界と



呼ばれるパルス幅である。
一方２次の分散のある以下の条件で考える

β1 ̸= 0, β2 ̸= 0, β0 = β3 = β4 = · · · = 0, (200)

すると時間方向の電界分布は以下のようになる

E(t) = Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−aω2 + iβ1ω

+i
β2
2
ω2 + iωt]dω (201)

= Aeiω0t ×∫ +∞

−∞
exp[−(a− i

β2
2
)

{ω − i(t+ β1)

2(a− iβ2

2 )
}2

− (t+ β1)
2

4(a− iβ2

2 )
]dω (202)

= A

√
π

(−a+ iβ2

2 )
×

exp[− (t+ β1)
2

4(a− iβ2

2 )
+ iω0t] (203)

= A

√
π

(−a+ iβ2

2 )
×

exp[− (t+ β1)
2

4(a+ iβ2

2 )
·
(a− iβ2

2 )

(a− iβ2

2 )

+iω0t] (204)

= A

√
π

(−a+ iβ2

2 )
×

exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
2)

+i
β2(t+ β1)

2

2(4a2 + β2
2)

+ iω0t] (205)

= A′ exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
2)

]×

exp[i{ β2(t+ β1)
2

2(4a2 + β2
2)

+ ω0t}] (206)

(207)

この第一項はパルス幅、２項目は周波数分布で
ある。

図 21 β2が 0でない時のパルス幅

図 22 β2 の極性によるチャープパルス

パルス幅の項は

exp[− a(t+ β1)
2

(4a2 + β2
2)

] (208)

であり、これを図示すると
周波数の項は

exp[i{ β2(t+ β1)
2

2(4a2 + β2
2)

+ ω0t}] (209)

であり、位相の時間的な変化量は以下となる

dϕ

dt
=
β2(t+ β1)

(4a2 + β2
2)

+ ω0 = ω0 (210)

従って分散性の媒質で β2 が正の時と負の時でそ
れぞれ図 22 のようなパルス波形になる事が分かる
この正負の２次分散を使って超高尖頭出力を得る
方法が、チャープパルス増幅であり、以下のような構
成となっている



図 23 チャープパルス増幅

図 24 Enter Caption

このような分散を得る方法として用いられている
のがグレーティングペアやプリズムペア、ブラッグ
反射グレーティングなどであり、これらの光路長の
波長依存を P (λ) とおくと、２次の分散は以下のよ
うに表せる

β2 =
d2ϕ

dω2
=

λ3

2πc
· d

2P (λ)

dλ2
(211)

2 非線形光学素子
2.1 非線形光学素子
ミリ波～THz 帯の生成に関しても、現時点では

QPM による方法が最も有望であると考えられる。
これまでこのような非線形光学素子の高効率化の
研究が進められてきた。非線形光学素子により可能
なのは

• 第 2高調波発生 (Second Harmonic Generation

: SHG) 周波数 ω の入力光から周波数 2ω の第 2

高調波光を発生

• 和周波発生 (Sum Frequency Generation :

SFG) 周波数 ω1 と ω2 の 2 つの入力光から、
和の周波数 ω3 = ω1 +ω2 を持つ和周波光を発生

• 差周波発生 (Difference Frequency Generation :

DFG) 周波数 ω1 と ω3 の 2つの入力光から、差
の周波数 ω2 = |ω3 − ω1|を持つ差周波光を発生

• 光パラメトリック増幅/発振 (Optical Paramet-

ric Amplification/Oscillation : OPA / OPO)

周波数 ω3 の光で励起して周波数 ω1 の光を増
幅/発振 (ω2 = ω3 − ω1 の光も発生)

2.2 擬似位相整合 (qllasi- phase matching:QPM)

分極反転グレーティングは、波長変換に関与する
入出力光波間の位相整合を達成する方法の一つであ
る。擬似位相整合 (Quasi-Phase Matching : QPM)

のため、材料の非線形係数の符号を周期的に反転さ
せた構造である [6]。非線形材料中を光波が伝搬する
と、伝搬経路の各点で入力光とは異なる周波数を持
つ非線形分極波が生じ、これを波源とした新たな光
波が出力光として得られる。この出力光を効率よく
生成するには、伝搬経路各点で生じる光波を同位相
で累積する必要があり、この条件は位相整合条件と
呼ばれる。例えば角周波数 ω の入力光から角周波数
2ω の出力光を発生する SHGでは、位相整合条件は
入力および出力光の伝搬定数 βω, β2ω を用いて以下
のように書ける。
β2ω − 2βω = 0 (212)

この条件を、各光波が導波路中で感じる屈折率で
ある実効屈折率Nω, N2ω を用いて書き直すと次のよ
うになる。
N2ω −Nω = 0 (213)

一般に、媒質の屈折率は波長により異なるので式
(213)は通常成立しない。この位相整合を実現する方
法として、媒質の複屈折性を利用する方法 [?, ?] や
モード分散を利用する方法 [?] などが検討されてき
た。QPM はこの位相整合を材料分極の周期的反転
(グレーティング) 構造により実現する方法である。
QPM 用グレーティングの周期 Λ は、式 (214) を満
たすように定める。式 (214) をベクトルダイアグラ
ムで表すと図??のようになる。

β2ω − 2βω − 2π

Λ
= 0 (214)



この QPMには、
• 適用できる材料や偏光に制限が無い
• 材料の透明域の任意波長で、その最大の非線形光
学テンソル成分を用いた位相整合を実現できる

• 入力光と出力光をともに導波モードとでき、そ
れらの間のモードプロファイルの重なりを大き
くできる

• 出力光が導波モードで得られるため、その集光
が容易にできる

という多くの優れた特徴がある。
チャネル光導波路は、光ファイバと同様に高い励
起光パワー密度を長い相互作用長にわたり保つのに
適した構造であり、デバイスの小型・高効率動作を可
能とする。
非線形光学デバイスにおける高効率動作実現には、
光導波路によって高い励起光パワー密度を長い相互
作用長にわたり保持すること、分極反転グレーティン
グによって擬似位相整合を実現することの他に、大き
な非線形光学効果を示す材料を用いることが必要で
ある。これまでにデバイス化が検討されてきている
主な無機材料としては、LiNbO3 LiTaO3 KTiOPO4

があげられる。この中で LiNbO3 はデバイス作製技
術の検討が進んでおり、また最も大きな非線形効果
を示すことから最も有望な基板材料と言える。
2.3 QPM の設計
3 第 2高調波発生
中心角周波数 ω のパルス励起光（波長 λ1）を 2ω

のパルス高調波（SH）光（λ2 = λ1/2）に変換する擬
似位相整合（QPM）第 2高調波発生（SHG）を考え
る。励起光および SH光の伝搬方向を z、時間を tと
すると、励起光と SH光の複素振幅A1(t, z)、A2(t, z)

が満たすモード結合方程式は、連続動作の場合の式

図 25 SHGにおける擬似位相整合

図 26 SHGにおけるパルス伝搬およびウォークオフ

に時間依存項を加えた以下の形で表すことができる。
∂A1(t, z)

∂z
+ β′

1

∂A1(t, z)

∂t
− j

β′′
1

2

∂2A1(t, z)

∂t2
(215)

= −jκ∗SHA1(t, z)
∗A2(t, z)e

−j2∆SHz (216)

∂A2(t, z)

∂z
+ β′

2

∂A2(t, z)

∂t
− j

β′′
2

2

∂2A2(t, z)

∂t2
(217)

= −jκSH{A1(t, z)}2ej2∆SHz (218)

2∆SH = β2 − 2β1 −
2π

Λ
(219)

β′
i =

∂βi(ω)

∂ω

∣∣∣∣
ω=ωi

(i = 1, 2) (220)

β′′
i =

∂2βi(ω)

∂ω2

∣∣∣∣
ω=ωi

(i = 1, 2) (221)

A1(t, z)、A2(t, z)は絶対値の 2乗がパワーを表す
ように規格化されている。κSH は SHG 結合係数、
βi(i = 1, 2) は各光波の伝搬定数である。∆SH は
QPM からのずれであり、Λ は QPM 用分極反転グ
レーティングの周期を表す。図 25は式 (219)をベク
トルダイアグラムで表したものである。以下ではパ
ルス中心周波数においてQPM-SHG条件（∆SH = 0）
が成立している場合を考える。
励起光および SH 光パルスはそれぞれ異なる群
屈折率 ngi を持ち、導波路中を異なる群速度 vgi =

c/ngi = 1/β′
i (c : 光速, i = 1,2)で伝搬する。LNで

は ω1 < ω2 の場合は ng1 < ng2 であり、vg1 > vg2

となる。このため図 26に示すように励起光パルスは



図 27 DFGにおける周波数スペクトル

SH光パルスよりも速く伝搬し、両パルス間には次第
にずれ（ウォークオフ）が生じるとともに、一定の
長さ以上の距離を伝搬すると、SH光パルス幅は拡大
を始める。ここでパルス波長変換特性を評価するた
めのパラメータとして以下で示すウォークオフ距離
Lwo を導入する。

Lwo =
τ1

β′
2 − β′

1

=
cτ1

ng2 − ng1
(222)

この Lwo は、両パルス間の伝搬時間差がちょうど
τ1 となる伝搬距離であり、λ1 = 1.55µm、τ1 = 1ps

では Lwo = 3.3mmである。
両パルスのパルス中心位置は時間軸上をそれぞれ
異なる速度で移動する。そこで時間軸に関して

τ = t− β′
1 + β′

2

2
z (223)

Âi(τ, z) = Ai(t, z) (i = 1, 2) (224)

と変換すれば、両パルスの複素振幅 Âi(τ, z) を時間
軸 τ の原点近傍にとどめることができる。この変換
により式 (216)、(218)は次のように書き換えられる。

∂Â1

∂z
= −β

′
1 − β′

2

2

∂Â1

∂τ
+ j

β′′
1

2

∂2Â1

∂τ2

−jκ∗SHÂ∗
1Â2 (225)

∂Â2

∂z
=
β′
1 − β′

2

2

∂Â2

∂τ
+ j

β′′
2

2

∂2Â2

∂τ2

−jκSH{Â1}2 (226)

4 差周波発生
図 27に示すように、角周波数 ω1 の信号光（波長

λ1）と ω3(> ω1)の励起光（λ3）を混合して、2光波
の差の周波数 ω2(= ω3 − ω1)を持つ差周波（DF）光
を発生する QPM差周波発生（DFG）を考える。こ

図 28 FG におけるパルス伝搬およびウォークオ
フ (ω3 ≈ 2ω1, τ1 ≈ τ3)

の DFGでは、ω3 ≈ 2ω1 とすれば ω2 ≈ ω1 の DF光
が得られ、同一波長域内での波長変換を行うことが
できる。このためDFGデバイスは、近年検討されて
いる波長分割多重 (WDM)方式における波長変換素
子などに利用できる。信号光、DF光、励起光の複素
振幅は、以下のモード結合方程式を満たす。

∂A1

∂z
+ β′

1

∂A1

∂t
− j

β′′
1

2

∂2A1

∂t2
(227)

= −j ω1

ω3
κ∗SFA

∗
2A3e

−j2∆SFz (228)

∂A2

∂z
+ β′

2

∂A2

∂t
− j

β′′
2

2

∂2A2

∂t2
(229)

= −j ω2

ω3
κ∗SFA

∗
1A3e

−j2∆SFz (230)

∂A3

∂z
+ β′

3

∂A3

∂t
− j

β′′
3

2

∂2A3

∂t2
(231)

= −jκSFA1A2e
j2∆SFz (232)

2∆SF = β3 − β1 − β2 −
2π

Λ
(233)

この DFG における結合係数 κDF と SFG におけ
る結合係数 κSF とは、κDF = (ω2/ω3)κSF の関係を
持ち、特に ω3 ≈ 2ω1 の条件では κDF ≈ κSF/2とな
る。このとき、信号光と DF 光との群速度差は小さ
くなるが、この 2 光波と励起光との間にはウォーク
オフが生じる。このため、信号光パルス幅 τ1 が励起
光パルス幅 τ3 と近いときは、図 28 に示すように伝
搬距離を長くすると励起光と信号光との重なりが失
われ、DF 光の増大は飽和する。以下の解析は全て
ω3 ≈ 2ω1 の条件下で行っている。
信号光、励起光のパルスピークパワーおよびパルス
幅をそれぞれ P10、P30、τ1、τ3 で表し、ともに sech2



型パルスと仮定した。ウォークオフ距離 Lwo は

Lwo =
τmin

β′
3 − β′

i

τmin =

{
τ1 (τ1 ≤ τ3)
τ3 (τ1 > τ3)

}
(234)

i =

{
1 (ω1 < ω2)
2 (ω1 > ω2)

で定義した。
CW 励起光とパルス信号光を用いるパルス DFG

では、L を伸ばすことで高効率動作が実現できる。
しかしパルス励起光を用いてパルス信号光を制御す
る DFG型光スイッチを実現するためには、SHGや
SFGの場合と同様に光波間ウォークオフの影響が顕
著とならない L = Lwo が最適デバイス長となる。

5 カスケード第 2高調波発生/差周波発生
角周波数 ω2 の光波に対して QPM-SHG条件を満
たす構造中に、ω2 の励起光（波長 λ2）と ω1(≈ ω2, ̸=
ω2)の信号光（λ1）を入力すると、図??に示すように
ω2を 2ω2(= ω3)の SH光に変換する SHGと、2ω2−
ω1(= ω4)の DF光を発生する DFGが同時に実現で
きる。このカスケード SHG/DFGは、ω1 ≈ ω2 とす
れば ω4 ≈ ω2 となり全入出力光が同一波長帯内にあ
る波長変換が可能であり、また励起光による DF 光
の光スイッチングが実現できるという特徴を持ち、最
近多くの報告例がある [?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?, ?]。
信号光、励起光、SH光、DF光の複素振幅A1(t, z) ∼
A4(t, z) が満たすモード結合方程式は次のように書
ける。

∂A1

∂z
+ β′

1

∂A1

∂t
− j

β′′
1

2

∂2A1

∂t2
(235)

= −j ω1

ω4
κDFA3A

∗
4e

−j2∆DFz (236)

∂A2

∂z
+ β′

2

∂A2
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− j

β′′
2

2

∂2A2

∂t2
(237)

= −jκ∗SHA∗
2A3 (238)

∂A3

∂z
+ β′

3

∂A3

∂t
− j

β′′
3

2

∂2A3

∂t2
(239)

= −jκSH{A2}2 − j
ω3

ω4
κ∗DFA1A4e

j2∆DFz (240)

∂A4

∂z
+ β′

4

∂A4

∂t
− j

β′′
4

2

∂2A4

∂t2
(241)

= −jκDFA2A
∗
3e

−j2∆DFz (242)

2∆DF = 2β2 − β1 − β4 (243)

κSH は SHG 結合係数、κDF は DFG 結合係数で
あり ω1 ≈ ω2 では κSH ≈ κDF となる。βi は各
光波の伝搬定数である。∆DF は、QPM-SHG 条件
(β3 − 2β2 − 2π/Λ = 0) が満足されたときの QPM-

DFGからのずれを表す。式 (243)をベクトルダイア
グラムを用いて表すと図??のようになる。ω1 ≈ ω2

とすれば ω4 ≈ ω1 となり、|∆DFL| ≪ 1 とできる。
このとき、信号光、励起光およびDF光の間の群速度
差は小さく、これら 3 光波と SH 光との間のウォー
クオフのみが顕著となる。この結果、図??に示すよ
うに伝搬距離を長くすると SH 光はパルス幅が拡大
するが、DF光は拡大せずパワーが増大する。以下の
解析では全て ω1 ≈ ω2 とした。
信号光、励起光のパルスピークパワーおよびパルス
幅をそれぞれ P10、P20、τ1、τ2 で表し、ともに sech2

型パルスを仮定した。Lwo は

Lwo =
τmin

β′
3 − β′

i

τmin =

{
τ1 (τ1 ≤ τ2)
τ2 (τ1 > τ2)

(244)

SFG/DFG では DFGと異なり、L/Lwo > 1でも
信号光、励起光および DF 光の間のウォークオフが
小さいため、L を伸ばすことで PDF を増大できる。
このため、同一パワーの励起光パルスを用い、ある
導波型非線形光学デバイスを DFG デバイスとして
用いる場合とカスケード SHG/DFGデバイスとして
用いる場合を比較すると、L/Lwo > 1の場合はカス
ケード SHG/DFGの方が DFGより高い入出力光変
換効率を実現することも可能である。



カスケード SHG/DFG では、L > Lwo でも L を
伸ばすことで出力 DF 光のパルス幅を拡大させずに
そのパワーを増大できる。カスケード SHG/DFGは
入出力光が同一波長帯内にある波長変換動作が可能
であり、長尺デバイスを用いることで高効率パルス
波長変換が可能であることから超高速光信号処理に
有用な方式であると言える。
5.1 QPM による DFG の時間発展計算
QPMを用いた DFGの時間発展の方程式は以下の
通りであり、これを計算すると DFG の計算が可能
である

ETHz (Ω, z) = ATHz (Ω, z) e
−j k(Ω) z (245)

EOP (ω, z) = AOP (ω, z) e−j k(ω) z (246)

E (ω) =
E0τ

2
√
π
e−

τ2(ω−ω0)2

4 (247)

PNL (Ω)

= ε0χ
(2)

∫ ∞

0

EOP (ω +Ω)E∗
OP (ω) dω

= ε0χ
(2)E

2
0τ

2
(248)

dATHz (Ω, z)

dz
=

−α
2
ATHz (Ω, z)

− iµ0Ωc

2nTHz
ei (k(Ω)+∆k) zPNL (Ω) (249)

=

∆k = k (Ω) + k (ω)− k (ω +Ω)− 2π

Λ
(250)

=
Ω

c
(nTHz − n)− 2π

Λ
(251)

∆k = k (ω − Ω)− k (Ω) +
2π

Λ
− k (ω) (252)

∆k : k− vectormismatch (253)

k (ω +Ω)− k (ω) =
∂k

∂ω
Ω (254)

(255)

5.2 MgO:PPLN による THz 発生
非線形光学素子による THz 発生の問題は、

• 非線形光学素子の THz帯での吸収
• 位相整合角の励起光と信号光 (THz)での乖離
• マンレーロー限界による効率の低さ

が挙げられる。非線形光学定数の大きいニオブ酸

図 29 差周波での光子エネルギーの比較

リチウム (LN) は常温では THz 帯の吸収が大きい
が、冷却する事で透過率が上がるため、冷凍機などの
装置が必要になる。
また THz 帯では信号光と励起光の乖離が大きく、
従来の非線形素子を用いた方式では横長の THz がで
きてしまいシングルモードのビームにならなかった。
しかし分極反転構造 (Periodic Poled LN:PPLN) と
する事で、同軸上にシングルモードのビームとして
得られるようになった。なお PPLN はフォトリフラ
クティブ耐性が低いため、MgO をドープする事で
フォトリフラクティブ耐性を向上させている。
効率に関しては光子エネルギーの差により限界を
マンレーロー限界と呼ばれているが、図 ?? のように
例えば 1μm 帯のレーザー (300THz)から 300GHz

の THz を得るとすると効率は 0.1 % となってし
まう、
さらに効率を上げようとすると図の左側のような
カスケーディングが必要となる。カスケーディング
の１方式としては、図 30のようなチャープ＆ディレ
イ方式というのがある。([3])

通常の DFG については KEK でも Yb:YAG レー
ザーからの２波長増幅を用いて実験を行っており、
図 ??　のような２波長の狭線幅レーザーを用いて、
差周波を 300GHz にしたシードレーザーを用いて
いる。
これを図 31 EO モジュレーターで変調し、

Yb:Fiber / Yb:YAG の多段の増幅器で増幅した後、
冷凍機で冷却した MgO:PPLN で THz への変換を
行い THz の出力を得ている。
この波長変換を行っている Mgo:PPLN は分子研・
理研製の大型の MgO:PPLN ([2]) を用いて行ってお



図 30 チャープ＆ディレイ方式

図 31 THz差周波発生のためのレーザー増幅器

図 32 THz 差周波発生のための MgO:PPLN の
冷却チャンバー

り、THz での吸収を減らすため、図 32 の冷却チャ
ンバーで 20K 程度まで冷却を行っている。
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